
「第 67 回堺市緑化祭会場設営業務の条件付一般競争入札について」 

 
堺市公園協会では、より一層の競争性・透明性・公正性の拡大を図ることを目的に、条件

付一般競争入札を導入しております。令和 6 年度業務についても本制度での入札を実施い

たします。条件付一般競争入札では、実施する業務ごとに入札参加資格を定めており、その

条件を満たす方のみ入札に参加できます。入札への参加を希望される方は、事前に入札参加

資格を満たしていることを確認した上で、下記の入札説明書等をご覧の上、入札手続を進め

てください。 

 
 

業務名： 第 67 回堺市緑化祭会場設営業務  

1. 公募日程（pdf） 

2. 業務概要（pdf） 

3. 入札説明書（pdf） 

4. 仕様書（pdf） 

5. 契約書（案）（pdf） 

6. 条件付一般競争入札参加申込書兼誓約書及び記入例（pdf） 

7. 条件付一般競争入札参加資格確認結果通知受領書及び記入例（pdf） 

8. 申込書送付用宛名ラベル（pdf） 

9. 契約実施細則 22-3 

10. 入札参加有資格者の指名停止等に関する要綱 22-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ   （公財）堺市公園協会   

（業務担当：緑化推進グループ 岡部、半田） 

電話：072-245-0070  FAX：072-245-0069 



月 日 曜日 事　　　　　　　項

9 24 火

25 水

26 木

27 金 堺市公園協会ホームページに掲載

28 土

29 日

30 月

10 1 火

2 水

3 木 入札参加の申込締切日　（書留）　　午後5時まで（必着）

4 金 仕様書等に関する疑義　質問締切日　（電子メール）　　午前11時30分まで

5 土

6 日

7 月 条件付一般競争入札参加資格確認結果通知書等の交付 午後4時30分まで

8 火

9 水

10 木 入札書提出締切日　（書留）　　午後5時まで（必着）

11 金 入札書の開札　午前11時

12 土

13 日

14 月 祝日

15 火

16 水 業務開始

17 木

18 金

19 土

20 日

21 月

22 火

23 水

24 木

25 金

令和6年度
第67回堺市緑化祭会場設営業務
条件付一般競争入札　公募日程



業 務 概 要 

業 務 名 第 67 回堺市緑化祭会場設営業務 

業 務 番 号 2024-408 

契約担当課 業務課 緑化推進グループ 担当  岡部・半田 

担当課等連絡先 Tel 072-245-0070 Fax 072-245-0069 

施行場所等 堺市堺区百舌鳥夕雲町（大仙公園内 大芝生広場他） 

業務内容 別紙仕様書のとおり 

入札参加資格 

次の（１）を満たす者 
（１）下記①から⑨まで満たす者 
①地方自治法施行令第１６７条の４及び堺市契約規則第３条の規定に該当しな
い者かつ公益財団法人堺市公園協会契約実施細則第３条の規定に該当する者
であること。 

②堺市物品調達、委託等入札参加資格の種目「催事０５７００２ 会場設営」で

登録している者であること。 
③入札参加申込の締切日から開札日まで（再度入札を行う場合においては、再
度入札の開札日まで）の間、堺市入札参加有資格者の入札参加停止等に関す
る要綱による入札参加停止または入札参加回避を受けていない者かつ(公
財)堺市公園協会入札参加有資格者の入札参加停止等に関する要綱に基づく
入札参加停止等の措置を受けていない者でないこと。 

④会社更生法第１７条に規定する更正手続開始の申立て（同法附則第２条の規
定によりなお従前の例によることとされている更正事件に係る同法による
改正前の会社更生法第３０条に規定する更正手続開始の申立てを含む。）が
なされている者（同法１９９条に規定する更正計画認可の決定（旧法第２３
３条に規定する更正計画認可の決定を含む。）を受けている者を除く。）又は
民事再生法第２１条に規定する再生手続開始の申立てがなされている者（同
法１７４条に規定する再生計画認可の決定を受けている者を除く。）等経営
状態が著しく不健全な者でないこと。 

⑤入札参加申込の締切日から開札日まで（再度入札を行う場合においては、再
度入札の開札日まで）の間に、堺市契約関係暴力団排除措置要綱（以下「排
除要綱」という。）による入札参加除外（改正前の堺市暴力団等排除措置要
綱及び堺市建設工事等暴力団対策措置要綱に基づく入札参加除外を含む。）
を受けていない者。また、排除要綱第５条第２号に規定する、大阪府警察本
部から暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する旨の通報等（改正前の堺市
暴力団等排除措置要綱に規定する通報等を含む。）を受けた当該通報に係る
者でないこと。 

⑥当該業務の入札者（契約に関する権限等を委任された受任者を含む）が、 他
の入札者（契約に関する権限等を委任された受任者を含む。）を兼ねていな
いこと（同一代表者が複数の企業で同一業務に参加することはできません。） 

⑦仕様書に基づき、信義に従い誠実に業務を履行できること。 
 ⑧組合とその組合員については、次のいずれにも該当しないこと。 
  ア 組合とその組合員が同時に当該案件に入札参加資格確認申請を行って

いる場合 
  イ 当該案件に入札参加資格確認申請している他の組合の組合員である場

合 
 ⑨入札説明書で指定する書類の全てを提出できること。 

契約予定期間 令和 6 年 10 月 16 日（水）から令和 6 年 10 月 30 日（水）まで 

※ 詳細については、仕様書、入札説明書等をご覧ください。 



入 札 説 明 書 

 

１ 契約（業務）担当課 

〒590-0803 

堺市堺区東上野芝町１丁 4 番地 3 花と緑の交流館 2F 

（公財）堺市公園協会 業務課  担当：岡部・半田  

電話 072-245-0070   FAX 072-245-0069 

 

２ 条件付一般競争入札に付する事項 

（１）業務名 

   第 67 回堺市緑化祭会場設営業務 

（２）業務内容等 

   別紙「仕様書」のとおり 

（３）履行期間 

   令和 6 年 10 月 16 日（水）から令和 6 年 10 月 30 日（水） 

（４）契約方法 

   総価契約 

（５）最低制限価格 

   設定しない 

 

３ 条件付一般競争入札参加資格 

次の（１）を満たす者 
（１）下記①から⑨まで満たす者 

①地方自治法施行令第１６７条の４及び堺市契約規則第３条の規定に該当しない者かつ公益財団法

人堺市公園協会契約実施細則第３条の規定に該当する者であること。 
②堺市物品調達、委託等入札参加資格の種目「催事０５７００２ 会場設営」で登録している者であ

ること。 
③入札参加申込の締切日から開札日まで（再度入札を行う場合においては、再度入札の開札日まで）

の間、堺市入札参加有資格者の入札参加停止等に関する要綱による入札参加停止または入札参加回

避を受けていない者かつ(公財)堺市公園協会入札参加有資格者の入札参加停止等に関する要綱に基

づく入札参加停止等の措置を受けていない者でないこと。 
④会社更生法第１７条に規定する更正手続開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例

によることとされている更正事件に係る同法による改正前の会社更生法第３０条に規定する更正

手続開始の申立てを含む。）がなされている者（同法１９９条に規定する更正計画認可の決定（旧

法第２３３条に規定する更正計画認可の決定を含む。）を受けている者を除く。）又は民事再生法第

２１条に規定する再生手続開始の申立てがなされている者（同法１７４条に規定する再生計画認可

の決定を受けている者を除く。）等経営状態が著しく不健全な者でないこと。 
⑤入札参加申込の締切日から開札日まで（再度入札を行う場合においては、再度入札の開札日まで）

の間に、堺市契約関係暴力団排除措置要綱（以下「排除要綱」という。）による入札参加除外（改

正前の堺市暴力団等排除措置要綱及び堺市建設工事等暴力団対策措置要綱に基づく入札参加除外

を含む。）を受けていない者。また、排除要綱第５条第２号に規定する、大阪府警察本部から暴力

団員又は暴力団密接関係者に該当する旨の通報等（改正前の堺市暴力団等排除措置要綱に規定する

通報等を含む。）を受けた当該通報に係る者でないこと。 
⑥当該業務の入札者（契約に関する権限等を委任された受任者を含む）が、 他の入札者（契約に関

する権限等を委任された受任者を含む。）を兼ねていないこと（同一代表者が複数の企業で同一業

務に参加することはできません。） 
⑦仕様書に基づき、信義に従い誠実に業務を履行できること。 

 ⑧組合とその組合員については、次のいずれにも該当しないこと。 
  ア 組合とその組合員が同時に当該案件に入札参加資格確認申請を行っている場合 



  イ 当該案件に入札参加資格確認申請している他の組合の組合員である場合 
⑨入札説明書で指定する書類の全てを提出できること。 

 

４ 条件付一般競争入札参加の申込み 

前記条件付一般競争入札参加資格を全て満たし、当協会への入札参加を希望する者は入札関係書類 

を熟読の上、申込締切日までに、必要事項を記載した条件付一般競争入札参加申込書兼誓約書を、下記

郵送先に一般書留又は簡易書留で提出してください。 

 

（１）申込締切日 

令和 6 年 10 月 3 日（木）午後 5 時まで（郵送必着・持参不可） 

 

（２）提出書類等 

・条件付一般競争入札参加申込書兼誓約書 

 

（３）郵送先 

〒590-0803 

  堺市堺区東上野芝町１丁 4 番地 3 花と緑の交流館 2F 

  （公財）堺市公園協会  

 

５ 条件付一般競争入札参加資格確認結果通知書等の交付 

前記４の入札参加の申込みを行った方へ、当協会より条件付一般競争入札参加資格確認結果通知書等

入札に必要な書類を下記の予定で交付しますので来所ください。なお、ホームページに掲載しており

ます「条件付一般競争入札参加資格確認結果通知受領書」を印刷し、記入例のとおり記載・押印の上、

必ずご持参ください。 

 

（１）関係書類交付日 

令和 6 年 10 月 7 日（月）午前 9 時 30 分～午後 4 時 30 分まで（厳守） 

  （ただし、正午から 12 時 45 分の間は除く） 

 

（２）交付場所 

堺市堺区東上野芝町 1 丁 4 番地 3  2F 

 （公財）堺市公園協会  

 

６ 仕様書等に関する疑義 

仕様書等の入札関係書類において疑義がある場合は、電子メール 

e-mail(park-a.sakai@sirius.ocn.ne.jp)にて質問すること。 

その際、質問のある業務名を件名とし、メール本文には質問者の名称、商号、担当者氏名、電話番号、

FAX 番号、E メールアドレスを明記の上、質問してください。 

（１）質問締切り 

令和 6 年 10 月 4 日（金）午前 11 時 30 分まで 

（２）回答 

令和６年 10 月 7 日（月）条件付一般競争入札参加資格確認結果通知書等の交付の際、文書にてお答え

します。 

 

７ 入札方式 

本業務の入札方式は、条件付一般競争入札とする。 

 

８ 入札方法 

（１）入札は郵便入札で行います。 

mailto:park-a.sakai@sirius.ocn.ne.jp


（２）入札は当協会指定の入札書にて行うものとし、これによらない場合は失格とします。 

（３）入札書に記載される金額は総価で行います。 

(４) 契約方法は総価契約で行います。 

(５) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の消費税及び地方消費税の相当額（以     

下「消費税相当額」という）を加えて得た金額（当該金額に１円未満の端数があるときはその端数金額

を切り捨てた金額）をもって契約金額とするため、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積った契約希望金額の消費税等相当額を含まない金額を入札書

に記載すること。  

 

９ 入札書の封かん 

入札書は必ず当協会から交付する封筒（緑色）に入れ、入札書に押印した印鑑と同じ印鑑で封印す 

ること。また、封筒の裏面には必ず会社名を記載すること。 

 

１０ 入札書の提出方法 

入札書は下記提出期間の間に必ず一般書留又は簡易書留にて郵送すること（持参不可）。なお、必ず当

協会指定の入札書、入札書封入用小封筒（緑色）、入札書郵送用大封筒（青色）にて入札するものとし、一

度提出された入札書の引換え、変更又は撤回は一切認めません。また、入札書が提出締切日までに提出さ

れなかった場合、若しくは当協会指定の入札書、封筒を使用していない場合は、当該入札を無効とします。 

 

（１）提出締切 

令和 6 年 10 月 10 日（木）午後 5 時まで（郵送必着・持参不可） 

（２）提出場所 

〒590-0803 

  堺市堺区東上野芝町 1 丁 4 番地 3 2F 

  （公財）堺市公園協会  

（既に入札書郵送用大封筒に記載済） 

※必ず「郵便による入札の注意事項」(入札参加者に配付します)を熟読の上、入札に参加すること。 

 

１１ 開札等 

（１）開札の日時及び場所 

ア 日時 令和 6 年 10 月 11 日（金）午前 11 時 00 分 

イ 場所 堺市堺区東上野芝町 1 丁 4 番地 3 花と緑の交流館 2F 

（公財）堺市公園協会 2Ｆ会議室 

（２）開札への立会い 

開札は公開とし、入札参加者の内、開札への立会いを希望する者は立会うことができます。ただし、 

その際は、開札場所への入室は 1 入札に対し１名とし、入室の際に「条件付一般競争入札参加資格確認

結果通知書」の提示が必要となります。 

 

（３）開札時に持参する物 

・条件付一般競争入札参加資格確認結果通知書 

・委任状（代理人が出席する場合のみ） 

   

（４）開札 

開札後、予定価格の制限の範囲内の価格で入札した者のうち、最低の価格をもって入札した者を落

札候補者とし、契約の手続き（落札決定後、５日以内に契約締結をする。）に入ります。また、落札

候補者が当該業務の契約に応じない場合は、当該入札を無効（公益財団法人堺市公園協会入札参加

有資格者の入札参加停止等に関する要綱に基づき、入札参加停止の措置を行うことがある）とし、

予定価格の制限範囲内の価格で最低の価格をもって入札した者のうち、次順位以降の者を順次繰り

上げ、落札候補者とします。 

 

 



（５）同価の場合の取扱 

開札の結果、落札者となるべき同価の入札をした者が 2 者以上あるときは、その場で直ちに、くじ 

引きを行い落札候補者を決定します。なお、入札者が当該入札に立会人として参加している場合は、そ

の者がくじを引き、参加していない場合は、これに代えて、当該入札事務に関係のない当協会職員にく 

じを引かせるものとします。 

 

（６）入札回数 

入札回数は、１回限りとする。「地方自治法施行令第 167 条の 8」及び（公財）堺市公園協会「契 

約実施細則第 21 条」に規定する再度入札は実施しません。 

 

（７）落札者がないとき 

入札の結果、落札者となるべき入札者がいないときは、後日、速やかに入札方法を改めて新たに入 

札を行います。 

 

（８）入札結果の連絡 

落札者にのみ、電話にて入札結果を連絡します。なお、入札結果は後日、（公財）堺市公園協会ホー 

ムページ（https://www.sakai-park.or.jp/）の入札情報で公表する予定です。 

 

１２ 入札参加停止の措置等を受けた入札参加者または落札者について 

  公益財団法人堺市公園協会理事長は、開札から落札決定までの期間において、入札参加者が次のい

ずれかに該当した場合は、落札者としない。また、理事長は落札決定から契約締結までの期間におい

て、落札者が次の（１）、（２）、（４）のいずれかに該当した場合は、契約を締結しないことができ、

次の（３）に該当した場合は、契約を締結しない。 

 

（１）「堺市入札参加有資格者の入札参加停止等に関する要綱」及び「公益財団法人堺市公園協会入札参

加有資格者の入札参加停止等に関する要綱」による入札参加停止または入札参加回避（改正前の

「堺市入札参加有資格業者の指名停止等に関する要綱」に基づく指名停止または指名回避を含

む。)の措置を受けた場合。 

（２）会社更生法第１７条に規定する更正手続き開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前

の例によることとされている更正事件に係る同法による改正前の会社更生法第３０条に規定する

更正手続開始の申立てを含む。）がなされている者（同法１９９条に規定する更正計画認可の決定

（旧法第２２３条に規定する更正計画認可の決定を含む。）を受けている者を除く。）又は民事再

生法第２１条に規定する再生手続開始の申立てがなされている者（同法１７４条に規定する再生

計画認可の決定を受けている者を除く。）等経営状態が著しく不健全な者の場合。 

（３）入札参加申込の締切日から開札日まで（再度入札を行う場合においては、再度入札の開札日まで）

の間に、「堺市契約関係暴力団排除措置要綱」による入札参加除外（改正前の「堺市暴力団等排除

措置要綱」及び「堺市建設工事等暴力団対策措置要綱」に基づく入札参加除外を含む）の措置を

受けた場合、また、排除要綱第５条第２号に規定する、大阪府警察本部から暴力団員又は暴力団

密接関係者に該当する旨の通報等（改正前の堺市暴力団等排除措置要綱に規定する通報等を含

む。）を受けた当該通報に係る者の場合。 

（４）（１）、（２）、（３）のほか、入札参加資格を満たさなくなった場合。 

 

１３ 入札の辞退 

入札を辞退する場合は、必ず当該案件の開札日の前日（土、日曜日、祝日の場合はその前日）までに

入札辞退届を、前記１契約（業務）担当課に提出してください。ただし、入札書を既に提出した場合、

入札の辞退は出来ません。 

 

１４ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限ります。 

https://www.sakai-park.or.jp/


（２）入札書提出の際には必ず「郵便による入札の注意事項」を熟読の上、当協会が定めた提出方法に

て提出すること。なお、当協会が定めた提出方法以外で入札書を提出した場合は無効とする。 

（３）当協会へ提出する書類に虚偽の記載をした場合は、公益財団法人堺市公園協会入札参加有資格者

の入札参加停止等に関する要綱に基づき入札参加停止等の措置を行うことがある。 

（４）入札参加者は地方自治法、同法施行令、公益財団法人堺市公園協会契約実施細則、業務概要、特

記仕様書、契約書（案）、入札説明書等の内容及びその他契約条件を熟知のうえ入札に参加するこ

と。 

（５）入札保証金 

免除する。ただし、落札者が正当な理由なく契約締結に応じないときは、落札金額の１００分の

３に相当する違約金を徴します。 

（６）契約保証金 

要（契約金額の１００分の１０以上。ただし利子は付さない。）。ただし、下記のア～ウに該当す

る場合は、免除する場合があります。 

ア 保険会社との間に当協会を被保険者とする履行保証保険契約を締結し、その証書を提出し

たとき。 

イ 過去２年間に、当協会、国（公社及び公団を含む。）又は地方公共団体と、種類及び規模

をほぼ同じくする契約を１回以上締結し、これらをすべて誠実に履行したとき（当協会以

外の場合は、履行実績証明書が必要）。 

ウ 契約金額が、1,000,000 円以下であるとき。 

（７）入札の中止等 

入札に関し、入札参加者が不正な行為を行った場合、又は不正な行為を行ったおそれが非常に強

い場合等、本入札を公正に執行することができないと判断されるときは、入札の執行を延期又は

中止することがあります。 

（８）入札の無効 

次に掲げる入札は無効とします。 

ア 入札書が所定の日時を過ぎて到着したとき。 

イ 入札書の記入事項について、必要な文字を欠き、又は判読できないとき。 

ウ 入札書に記名押印がないとき。 

エ 入札金額を訂正した入札。 

オ 鉛筆等訂正容易な筆記用具を用いて入札書に記入したとき。 

カ 1 つの入札に対して２通以上の入札書を提出したとき。 

キ 本件公示に示した入札に参加する資格のない者がした入札。 

ク 本入札に係る書頬に虚偽の記載をした者がした入札。 

ケ 入札保証金を要する場合において、これを納付せず、又はその金額に不足があるとき。 

コ 入札者若しくはその代理人が他の入札代理人となり、又は数人共同して入札したとき。 

サ 代表者（契約に関する権限等を委任された受任者を含む）若しくはその代理人が、他の入

札者の代表者（契約に関する権限等を委任された受任者を含む）若しくはその代理人を兼

ねているとき。 

シ 入札に関し不正な行為を行ったとき、又は不正な行為を行ったおそれが非常に強いとき。 

ス その他、公正な入札執行を阻害する入札。 

セ 当協会が定める提出方法以外の方法で入札書を提出したとき。 

ソ その他入札に関する条件に違反したとき。 

タ その他堺市契約規則第２２条及び公益財団法人堺市公園協会契約実施細則第２０条に該当

する入札。 

（９）契約の締結日 

   落札決定後、５日（土・日・祝を除く。）以内に契約を締結することとします。 

 



（甲号設計）

設　　　　計　　　　書

年
 
 
 

度

6

業
 

務
 

名
 

称

第６７回堺市緑化祭会場設営業務

設         計 令和６ 年９ 月

履行期間 令和６ 年１ ０ 月１ ６ 日（ 水） ～１ ０ 月３ ０ 日（ 水）

履 行 場 所 堺市堺区百舌鳥夕雲町（ 大仙公園 大芝生広場他）

公益財団法人  堺市公園協会



設
 
 

計
 
 

概
 
 

要

　　本業務は、第６７回堺市緑化祭開催に伴う会場設営 ・ 必要資材等の

 運搬 ・ 撤去を行う。

　　業務実施日

　　令和６年１０月２６日（土）:　会場設営・資材運搬

　　令和６年１０月２８日（月）:　会場撤去・資材運搬

公益財団法人  堺市公園協会

設 計 金 額

円也



(乙号設計書)

第６７回堺市緑化祭会場設営業務

単位 摘　　　　　要

式 第 1 号内訳明細書 参照

式 %

計

式 %

%

10%

工　種 種別・細別・形状寸法 数　　量 単　　価 金　　　　　額

内　　　　　　　　　　　　　　訳

業務名：

円也

直接業務費 業務原価 1

本業務費

直接物品費 1

業務管理費 1

計

一般管理費

業務価格 計

消費税及び地方消費税相当額

合　計

(公財)　堺　市　公　園　協　会



(丙号設計書)

第６7回堺市緑化祭会場設営業務

1式あたり

業　種 単位 摘　　　　　要

台

張

張

台

脚

台

枚

枚

枚

組

台

(公財)　堺　市　公　園　協　会

小計

撤去費
式

1

搬出運搬費
式

1

搬入運搬費
式

1

デジタルトランシーバー　　1日使用
26

設営費
式

1

プログラム看板　1800×900㎜
2

ゴミバケツ　3個1組
6

テント名板　900×200　（吊り下げ）
51

立て看板　　自立式（ステージ用）1,800×900
2

パイプイス
187

ベンチ　450×1,800
24

パイプテント(ウエイト含む）　　　　（横幕3面付）2間×3間
1

長机　白ビニールクロス付ブース用450×1,800
92

演台、司会者台
2

パイプテント(ウエイト含む）　更衣室用（横幕4面付）2間×3間
2

音響設備　
式

音響用テント・スタッフ等含む
1

ステージ　（バックパネル付）
式

　文字・ロゴ・装飾等含む
　（ステージ9,000×4,500×800、バックパネル9,000×2,700）、階段付 1

第 　1  号 内　訳　明　細　書

大要

円也

種目・材料・形状寸法 数　　量 単　　価 金　額



第６７回堺市緑化祭会場設営業務仕様書 

 
１．業務名 

第６７回堺市緑化祭会場設営業務 

 

２．履行場所 

堺市堺区百舌鳥夕雲町（大仙公園大芝生広場他） 

 

３．履行期間 

令和６年１０月１６日（水）から令和６年１０月３０日（水）まで 

 

４．業務の目的 

本業務は、秋の都市緑化月間に合わせて都市緑化普及啓発イベント（緑化祭）を

開催するにあたり、市民に広く都市緑化の普及、啓発を図るための、緑化功労者、

堺市はなみどり基金協力者等に対する感謝状並びに記念品の贈呈式典や、ステージ

パフォーマンスを行う舞台の設営・撤去及び観客席やテントを含めた会場設営等を

行うものである。 

 

５．業務責任者 

受託者は、現場において業務のすべてを管理する業務責任者を置き、協会の定め 

る様式により文書にて通知すること。 

 

６．業務内容 

受託者は、次の各項に留意し、関係法令を順守し、業務遂行上、遺漏のないよう

行うこと。なお、第６７回堺市緑化祭の開催日は、令和６年１０月２７日（日）午

前１０時から午後４時（予定）までとし、緑化表彰式典、ステージイベント、テン

トブースでのイベント（緑化相談、クラフト、物品販売、ワークショップ等）開催

に伴う会場の設営、撤去並びに備品の準備、看板類の作製を行う。 

 

（１）会場設営・撤去について 

①設営日時：令和６年１０月２６日（土）午前９時～ 

＊位置出しについては、この限りではない。 

撤去日時：令和６年１０月２８日（月）午前９時～ 

＊撤去期間を短くすること。内容時間等は担当者と協議。 

・ヘルメット等の安全対策を講じ、作業を行うこと。 

・撤去作業については、設営前の状態に戻すこと。 

   



    ・撤去作業完了後の現状写真を提出すること。 

②ステージ及びその周辺と会場資材について 

式典及びステージプログラムに使用するため、下記内容のステージの設営を 

行うこと。また、ステージの前に観客席を設置すること。 

 

・仮設ステージ  Ｗ9000×Ｄ4500×Ｈ800（左右階段有）    １式 

・バックパネル   Ｗ9000×Ｈ2700             １式 

・音響設備  （音響用テント・スタッフ・ピンマイク１本 

スタンドマイク４本）            １式 

・演台、司会者台                      ２台 

・パイプテント 2 間×3 間（横幕４面付き）          ２張 

・パイプテント 2 間×3 間（横幕３面付き）          １張 

 ・長机 白ビニールクロス付 1800×450mm          ９２脚 

  ・パイプイス                       １８７脚 

   ・ベンチ    1800mm×900mm（観客席用）         ２４脚 

・テント名板    900×200mm （吊り下げ）         ５１枚 

・立て看板    1800×900mm （自立式）            ２枚 

・プログラム看板 1800×900 ㎜                 ２枚 

・ゴミバケツ 3 個一組                   ６組 

   ・デジタルトランシーバー （使用は 10 月 27 日のみ）    ２６台 

                          

     

③テント設営について 

テントを設営する際には、テント内に上記②の会場資材から次の仕様に基づき、

パイプイス、机等の配置を行う。 

テント 

・パイプテント（２間×３間）横幕 3 面付          １張 

      ・パイプテント ２間×３間（横幕４面付き）        ２張 

※上記、カラーパイプテント（緑化に相応しいカラー）とし、発注者側 

と協議のうえ、配置すること。 

     附属品 

＊長机（450×1800）白ビニールクロス付        ９２脚 

＊パイプイス                     １８７脚 

 

④看板について 

会場内のサインとして看板の作製と設置を行うこと。（上記②の資材） 

・プログラム看板（自立式）（1800×450）           ２枚 

→会場案内（テントブース配置等） 



 

⑤運営補助について 

 ステージ・テント設営及び配置、ステージ前イス・ベンチ、看板等の配置を行

う。 

 

⑥臨機の対応 

 受託者は、履行期間中設置物に不具合が生じていないか確認し臨機に措置を 

 とる。また、協会からの連絡を受けた時も同様とする。  

 

７．業務検査 

業務完了後、業務責任者は協会監督員に業務書類及び業務完了届を提出し、 

検査を受けること。 

 

８．提出書類 

着手前：業務計画書・着手届・業務責任者届・作業工程表・暴力団等の誓約書 

完了後：業務完了届・日報・打合せ簿・状況写真（設営後・撤去後） 

※着手前・完了後に係らず、その他指示するものがある場合は提出すること。 

 

９．その他留意事項 

（１）業務に付随して当然必要と認められる軽微なものについては、受託者の負担 

と責任において用意すること。 

（２）必要な資材等の製作は、事前に必ず協会監督員の承認を得ること。 

（３）本業務におけるテント・機器等は、著しく汚れの目立つもの若しくは、不快 

感を与えるものは使用しないこと。 

  （４）本業務に関して定めのない事項や疑義が生じた場合は、必要に応じて協会監

督員との協議のうえ決定すること。 

  （５）設営、撤去作業は事前に協会監督員と協議をおこない市民利用の安全確保に

十分 

配慮すること。 

  （６）撤去作業後は、会場の現状回復及び押しピン等残骸無きよう行うこと。 

  （７）業務責任者を中心に関係各所との連携と危機管理体制を徹底すること。 

  （８）本仕様書を熟読の上、入念に現地調査等を実施し、疑義を無くしておくこと。 

（９）台風等（自然災害）発生時による中止もしくは延期対応については双方で協 

   議し対応すること。 

（１０）本仕様書の詳細等不明な点は、その都度協会監督員に確認すること。 



 

     委 託 契 約 書 
収入印紙  

 

 貼 付 

 

 
 

  
 

業 務 名 第67回堺市緑化祭会場設営業務 

 

履行場所 堺市堺区東百舌鳥夕雲町（大仙公園 大芝生広場他） 

履行期間 
 令和 6 年 10 月16日 から 
 令和 6 年 10 月30日 まで 

契約金額 
      ￥ 
（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥            -） 

契約保証金 

要 

落札金額の10/100以上（ただし、利子は付さない。) 

なお、次の各号に該当するときは、契約保証金を免除することがある。 

（1）保険会社との間に本協会を被保険者とする履行保証保険契約を締結し、その保険証書

を提出したとき。 

（2）過去２年間に、国又は地方公共団体並びに協会と種類及び規模をほぼ同じくする契約を

１回以上締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を締結しないおそれがない

と認めるとき。 
（4）契約金額が、1,000,000円以下であり、かつ、相手方が契約を履行しないおそれがない

と認めるとき。  

 

  上記の業務について、発注者と受注者は、おのおの対等な立場における合意に基

づいて、次の条項により契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものと

する。 

  この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、 

 各自１通を保有する。 

 令和  年  月  日 

 

    発 注 者  住 所  

           名 称           

           代表者                     ㊞ 

 

    受 注 者  住 所  

           名 称  

           代表者                     ㊞ 

 
印 

 
印 



（総 則） 

第１条 発注者及び受注者は、契約書記載の業務（以下単に「業務」という。）の委

託契約に関し、この契約書、別紙仕様書その他の関係書類（以下これらを「契約書

類」という。）に基づき、日本国の法令を遵守し、信義に従い誠実にこれを履行し

なければならない。 

２ 受注者は、業務を契約書記載の履行期間（以下単に「履行期間」という。）内に

履行するものとし、発注者は、その契約金額（単価契約の場合にあっては、契約単

価に発注した数量を乗じて得た額（以下「発注総額」という。））を契約代金とし

て支払うものとする。 

３ この契約における期間の定めについては、契約書類に特別の定めがある場合を除

き、民法（明治２９年法律第８９号）及び商法（明治３２年法律第４８号）の定め

るところによるものとする。 

４ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

５ この契約書に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、契約書類に

特別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第５１号）に定めるところによ

るものとする。 

７ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

（管轄の合意） 

第２条 この契約に関する争訟の提起、申立て等は、発注者の所在地を管轄する裁判

所に行うものとする。  

（業務実施計画書等の提出） 

第３条 受注者は、この契約の締結後、直ちに業務実施計画書及び業務に必要な関係

書類を作成し、発注者に提出するものとする。ただし、発注者においてその必要が

ないと認めるものについては、この限りでない。 

 （権利義務の譲渡等） 

第４条 受注者は、この契約により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、承継させ、

又はその権利を担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承

諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受注者が前払金の使用や部分払等によってもなおこの契約の業務の履行に必要

な資金が不足することを疎明したときは、発注者は、特段の理由がある場合を除き、

受注者のこの契約から生じる債権の譲渡について、前項ただし書の承諾をしなけれ

ばならない。 

３ 受注者は、前項の規定により、第１項ただし書の承諾を受けた場合は、この契約

から生じる債権の譲渡により得た資金をこの契約の業務の履行以外に使用しては



ならず、またその使途を疎明する書類を発注者に提出しなければならない。 

 （再委託の禁止） 

第５条 受注者は、この契約の履行について、業務を第三者に委任し、又は請け負わ

せること（以下「再委託」という。）をしてはならない。ただし、業務の一部につ

いて相当の理由があるときは、この限りでない。 

（再委託の届出等） 

第６条 前条ただし書の規定により業務の一部について再委託する場合、受注者は、

あらかじめ発注者と協議し、発注者の同意を得た上、再委託しようとする相手方（以

下「再委託先」という。）の商号又は名称並びに業務のうち再委託する部分及び再

委託する理由その他発注者が必要とする事項を、書面をもって発注者に届け出なけ

ればならない。ただし、別記「個人情報取扱特記事項」第７の第２項の規定に基づ

き再委託の申請及び承諾が行われた場合において発注者が必要でないと判断した

場合は、この限りでない。なお、一般廃棄物の収集・運搬を他人に委託してはなら

ない。 

２ 受注者が前項の規定により業務の一部を再委託するときは、次のとおりとする。 

(1) 受注者は、堺市入札参加有資格者の入札参加停止等に関する要綱（平成１１年制

定）第２条第１項の規定による入札参加停止を受けた者（以下「入札参加停止者」

という。）及び堺市契約関係暴力団排除措置要綱（平成２４年制定）第３条第１項

の規定による入札参加除外を受けた者（以下「入札参加除外者」という。）並びに

第１９条第１０号に該当する者を再委託先としてはならない。 

(2) 受注者は、再委託先の行為の全てについて責任を負うものとする。 

３ 受注者は、第１項の規定により業務の一部を再委託したとき並びに受注者及び再

委託先が資材又は原材料の購入契約その他の契約をしたときの相手方（以下「再委

託先等」という。）が、堺市暴力団排除条例（平成２４年条例第３５号。以下「暴

排条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団員（以下単に「暴力団員」とい

う。）又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者（以下単に「暴力団密接関係者」

という。）でないことをそれぞれが表明した誓約書を徴取し、発注者に提出しなけ

ればならない。ただし、発注者が必要でないと判断した場合は、この限りでない。 

４ 発注者は、受注者が第１項の規定による届出を経ずに再委託した場合、入札参加

停止者を再委託先とした場合又は入札参加除外者若しくは第１９条第１０号に該

当する者を再委託先等とした場合は、受注者に対して、当該再委託先等との契約の

解除を求めることができる。この場合において、当該契約が解除された場合におけ

る一切の責任は、受注者が負うものとする。 

 （不当介入に対する措置） 

第７条 受注者は、この契約の履行に当たり暴力団員又は暴力団密接関係者から、暴



排条例第２条第１号に規定する暴力団を利することとなるような社会通念上不当

な要求又は契約の適正な履行を妨げる行為（以下「不当介入」という。）を受けた

ときは、直ちに発注者に報告するとともに、警察に届け出なければならない。 

２ 受注者は、再委託先等が暴力団員又は暴力団密接関係者から不当介入を受けたと

きは、直ちに発注者に報告するとともに、当該再委託先等に対して、警察に届け出

るよう指導しなければならない。 

３ 発注者は、受注者が発注者に対し、前２項に規定する報告をしなかったときは、

暴排条例に基づく公表及び入札参加停止を行うことができる。 

４ 発注者は、受注者又は再委託先等が不当介入を受けたことによりこの契約の履行

について遅延等が発生するおそれがあると認めるときは、受注者が第１項の規定に

よる報告及び届出又は第２項の規定による報告及び指導を行った場合に限り、必要

に応じて履行期間の延長等の措置をとるものとする。 

（特許権等の使用）                           

第８条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づ

き保護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている業務

仕様又は履行方法を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければ

ならない。ただし、発注者がその業務仕様又は履行方法を指定した場合において、

契約書類に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知ら

なかったときは、発注者は、受注者がその使用に関して要した費用を負担しなけれ

ばならない。 

（法令上の責任等） 

第９条 受注者は、業務に従事する者及び第１１条に規定する業務責任者の使用者と

して、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働者災害補償保険法（昭和２２

年法律第５０号）、職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）、最低賃金法（昭和

３４年法律第１３７号）、健康保険法（大正１１年法律第７０号）、厚生年金保険

法（昭和２９年法律第１１５号）、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）その

他関係法令を遵守するとともに、これら法令上の一切の責任を負い、かつ、責任を

もって労務管理を行うものとする。 

 （監督員） 

第１０条 発注者は、この契約の履行に関し、発注者の指定する職員（以下「監督員」

という。）を定めたときは、その氏名を受注者に報告しなければならない。監督員

を変更したときも、また同様とする。 

２ 監督員は、この契約の他の条項に定める職務（第１６条第２項の規定による検査

及び第４項の規定による再検査の規定による検査を除く。）を行う権限のほか、次

に掲げる行為を行う権限を有する。 



(1) 業務の進捗状況の確認及び履行状況の監督 

(2) 契約の履行についての受注者又は受注者の業務責任者に対する指示、承諾及び協

 議 

(3) 契約書類に基づき受注者が作成した書類の承諾 

(4) 契約書類の記載内容に関する受注者の確認又は質問に対する回答 

 （業務責任者） 

第１１条 受注者は、業務を履行するに当たっては、業務責任者を定め、その氏名等

を発注者に報告するものとする。業務責任者を変更したときも、また同様とする。 

２ 業務責任者は、この業務の履行に関し、その運営及び取締りを行うほか、契約金

額（単価契約にあっては契約単価）の変更、履行期間の変更、契約代金の支払の請

求及び受領、業務関係者に関する措置請求並びに契約の解除に係る権限を除き、こ

の契約に基づく受注者の一切の権限を行使することができる。 

 （業務内容の変更） 

第１２条 発注者は、必要があると認めるときは、業務内容を変更し、又は業務の履

行を中止させることができる。この場合において、契約金額（単価契約にあっては

契約単価）又は契約内容を変更する必要があるときは、発注者及び受注者が協議し

て定める。 

２ 受注者は、その責めに帰することができない理由その他正当な理由により、業務

が履行できなくなったときは、直ちに発注者にその旨を明示して、その指示を求め

なければならない。 

 （臨機の処置） 

第１３条 受注者は、災害防止等緊急の必要があるときは、臨機の処置をとらなけれ

ばならない。この場合において、受注者は、その処置の内容を直ちに発注者に通知

しなければならない。 

 （立会・報告） 

第１４条 発注者は、必要があると認めるときは、この業務の履行に立ち会い、又は

受注者に対し報告を求めることができる。この場合において、発注者は、業務の履

行が適正でないと認めるときは、その補正を求めることができる。 

 （損害の負担） 

第１５条 受注者は、受注者の責めに帰すべき事由により発注者に損害を与えたとき

は、直ちに発注者に報告し、損害を賠償しなければならない。 

２ 受注者は、この契約の履行に関し、第三者（発注者の職員を含む。）に損害を与

えたときは、発注者の責めに帰すべき場合を除き、その損害を賠償しなければなら

ない。 

 （検査） 



第１６条 受注者は、業務が完了したときは、発注者に対して業務完了届を提出しな

ければならない。 

２ 発注者は、前項の業務完了届を受理したときは、その受理した日から起算して１

０日以内に検査しなければならない。 

３ 前項の場合において、検査に要する費用は、受注者の負担とする。 

４ 受注者は、検査の結果、契約書類の記載内容及び発注者と受注者の協議により定

めた事項と適合しない部分について発注者から改善指示を命ぜられたときは、直ち

に当該部分の改善を行い、再検査を受けなければならない。 

 （契約代金の支払） 

第１７条 受注者は、前条第２項の規定による検査又は第４項の規定による再検査に

合格したときは、次のとおり支払請求書を発注者に提出し、契約代金の支払を請求

するものとする。 

（一括払い）  ￥          円 

                    

２ 発注者は、前項の規定による支払請求書を受理したときは、その受理した日から

起算して３０日以内に受注者に支払わなければならない。 

（発注者の催告による解除権） 

第１８条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を

定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除するこ

とができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び

取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

(1) 第４条第３項に規定する書類を提出せず、又は虚偽の記載をしてこれを提出した

とき。 

(2) 正当な理由なくこの契約を履行しないとき、又は契約期間内に履行の見込みがな

いとき。 

(3) この契約の履行に当たり発注者の指示に従わないとき、又はその発注者の職務の

執行を妨げたとき。 

(4) 受注者として必要な資格が欠けたとき。 

(5) 契約履行上の過失又は不手際が度重なったとき。 

(6) 正当な理由なく、第３０条第１項の履行の追完がなされないとき。 

(7) 第６条第４項の規定により、発注者から再委託先等との契約の解除を求められた

場合において、これに従わなかったとき。 

(8) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

（発注者の催告によらない解除権） 

第１９条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契



約を解除することができる。 

(1) 第４条第１項の規定に違反してこの契約から生じる債権を譲渡したとき。 

(2) 第４条第３項の規定に違反して譲渡により得た資金を当該業務の履行以外に使

用したとき。 

(3) この契約の履行を完了させることができないことが明らかであるとき。 

(4) 受注者がこの契約の債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(5) 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履

行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をし

た目的を達することができないとき。 

(6) 契約の性質や発注者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しな

ければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしな

いでその時期を経過したとき。 

(7) 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催

告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが

明らかであるとき。 

(8) 暴力団員又は暴力団密接関係者が経営に実質的に関与していると認められる者

にこの契約から生じる債権を譲渡したとき。 

(9) 受注者が第２２条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

(10) 受注者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められるとき。 

(11) 契約履行上の重過失があったとき。 

(12) この契約の締結又は履行について不正な行為を行ったとき、又は不正な行為を

行ったおそれが非常に強いとき。 

 （発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第２０条 第１８条各号又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由

によるものであるときは、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることが

できない。 

 （発注者の損害賠償請求等） 

第２１条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって

生じた損害の賠償を受注者に対し請求することができる。 

(1) 履行期間内に業務を完了することができないとき。 

(2) 引き渡された成果物（成果物がない場合にあっては、履行した業務。以下同じ。）

に種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」

という。）があるとき。 

(3) 前各号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履

行が不能であるとき。 



２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受注者は、契

約金額（単価契約の場合にあっては、契約単価に予定数量を乗じて得た額（以下「予

定総額」という。））の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する

期間内に支払わなければならない。 

(1) 第１８条又は第１９条の規定によりこの契約が解除されたとき。 

(2) 受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によって受

注者の債務について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合と

みなす。 

(1) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年

法律第７５号）の規定により選任された破産管財人  

(2) 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１

４年法律第１５４号）の規定により選任された管財人 

(3) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１

１年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２号に該当

する場合とみなされる場合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして

受注者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、第１項及び第

２項の規定は適用しない。 

５ 第２項の規定は、発注者に生じた現実の損害額が同項の違約金の額を超える場合

において、その超過分につき、発注者の受注者に対する損害賠償の請求を妨げるも

のではない。 

（受注者の解除権） 

第２２条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその

履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができ

る。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の

社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第２３条 前条に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであるとき

は、受注者は、前条の規定による契約の解除をすることができない。 

（受注者の損害賠償請求等） 

第２４条 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生

じた損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契

約及び取引上の社会通念に照らして発注者の責めに帰することができない事由に

よるものであるときは、この限りでない。 



(1) 第２２条の規定によりこの契約が解除されたとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行

が不能であるとき。 

２ 発注者の責めに帰すべき事由により、第１７条第２項の規定による契約代金の支

払が遅れた場合においては、受注者は未受領金額につき、遅延日数に応じ、当該契

約締結の日における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２

５６号）第８条第１項に規定する財務大臣が決定する率（以下「支払遅延防止法の

率」という。）で計算した額の遅延利息の支払を発注者に請求することができる。 

（協議による契約解除） 

第２５条 発注者は、必要があると認めるときは、受注者の承諾を得て、この契約を

解除することができる。この場合において、受注者が損害を受けたときは、これを

賠償しなければならない。 

（不正な行為等に係る賠償額の予約） 

第２６条 受注者は、この契約に関して次の各号のいずれかに該当するときは、契約

の解除の有無にかかわらず、かつ、発注者が損害の発生及び損害額を立証すること

を要することなく、受注者は、契約金額（単価契約にあっては予定総額）の１０分

の２に相当する額に、当該契約金額（単価契約にあっては予定総額）の支払が完了

した日から支払遅延防止法の率で計算した額の利息を加算した額を損害賠償金と

して発注者に支払わなければならない。この契約が履行された後についても、また

同様とする。 

(1) 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以

下「独禁法」という。）第３条、第６条、第８条又は第１９条の規定に違反すると

して、独禁法第７条、第８条の２又は第２０条の規定による排除措置命令（独禁法

第２条第９項第３号に該当する行為及び不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委

員会告示第１５号）第６項に規定する不当廉売に係るものを除く。）を受けた場合

であって、独禁法第８章第２節に規定する手続を経て当該排除措置命令が確定した

とき。 

(2) 独禁法第３条、第６条、第８条又は第１９条の規定に違反するとして、独禁法第

７条の２第１項（独禁法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）、

第７条の９第１項若しくは第２項、第２０条の２、第２０条の３、第２０条の５又

は第２０条の６の規定により課徴金の納付命令を受けた場合であって、独禁法第８

章第２節に規定する手続を経て当該課徴金納付命令が確定したとき。 

(3) 前２号に掲げる場合のほか、独禁法第７条の２第１項（独禁法第８条の３におい

て読み替えて準用する場合を含む。）の規定により課徴金を納付すべき場合であっ

て、納付命令を受けなかったとき。 



(4) 受注者が、独禁法第７７条に規定する抗告訴訟を提起し、当該訴訟について請求

の棄却又は訴えの却下の判決が確定したとき。 

(5) 受注者又はその役員、使用人その他これらに類する者が、刑法（明治４０年法律

第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独禁法第８９条第１項若しくは第

９５条第１項第１号の規定に該当し、刑が確定（執行猶予の場合を含む。）をした

とき。 

(6) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項第２号に該

当すると発注者が認めるとき。 

２ 前項（第５号及び第６号を除く。）の規定は、独禁法第２条の２第１２項に規定

する事前通知の対象となる行為であって発注者が特に認めるものについては、これ

を適用しないものとする。 

３ 第１項の規定は、発注者に生じた現実の損害額が同項の損害賠償金の額を超える

場合において、その超過分につき、発注者の受注者に対する損害賠償の請求を妨げ

るものではない。 

 （不完全履行による減額、損害賠償） 

第２７条 発注者は、受注者が業務の一部を履行しないとき又は業務の履行が不完全

であるときは、契約金額（単価契約の場合にあっては、発注総額）から、その不履

行又は不完全部分に相当する金額の減額を請求することができる。この場合におい

て、発注者が損害を受けたときは、受注者に対してその賠償を請求することができ

る。 

（履行遅滞の場合における履行期間の延長等） 

第２８条 第２１条第１項第１号の場合において、履行期間経過後相当の期間内に完

了する見込みのあるときは、発注者は受注者から第２１条第１項に基づく損害金を

徴収して履行期間を延長することができる。 

２ 前項の損害金は、契約金額（業務の一部について既に履行しており、第１７条第

２項の規定により契約金額の一部の支払が行われている場合にあっては、契約金額

から当該金額を控除した額とする。ただし、単価契約の場合にあっては発注総額と

し、業務の一部について既に履行しており、第１７条第２項の規定により契約代金

の支払が行われている場合にあっては、当該金額を控除した額とする。）につき、

遅延日数に応じ、当該契約締結の日における支払遅延防止法の率で計算した額とす

る。 

（危険負担等） 

第２９条 業務が完了する前（成果物がある場合にあっては当該成果物の引渡し前）

において、天災等で発注者と受注者のいずれの責めにも帰することができないもの

により当該業務が履行不能となった場合その他損害が発生した場合においては、受



注者がこれを負担するものとする。 

（契約不適合責任） 

第３０条 発注者は、引き渡された成果物が契約不適合であるときは、受注者に対し、

成果物の修補、代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求するこ

とができる。 

２ 前項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その

期間内に履行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減

額を請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、催告

をすることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。 

(1) 履行の追完が不能であるとき。 

(2) 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(3) 契約の性質又は発注者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行し

なければ契約をした目的を達成することができない場合において、受注者が履行の

追完をしないでその時期を経過したとき。 

(4) 前3号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追

完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

（契約不適合責任期間等） 

第３１条 発注者は、引き渡された成果物に関し、引渡しを受けた日（成果物の引渡

しがない場合にあっては、業務が完了した日）から１年以内でなければ、契約不適

合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の

解除（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。 

２ 前項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当

該請求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げること

で行う。 

３ 発注者が第１項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この条に

おいて「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨を受注

者に通知した場合において、発注者が通知から１年が経過する日までに前項に規定

する方法による請求等をしたときは、契約不適合責任期間の内に請求等をしたもの

とみなす。 

４ 発注者は、第１項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合

に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をす

ることができる。 

５ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものである

ときには適用せず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めると

ころによる。 



６ 民法第６３７条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 

７ 発注者は、成果物の引渡しの際（成果物の引渡しがない場合にあっては、業務が

完了した際）に契約不適合があることを知ったときは、第１項の規定にかかわらず、

その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をするこ

とはできない。ただし、受注者がその契約不適合があることを知っていたときは、

この限りでない。 

８ 引き渡された成果物の契約不適合が支給材料の性質又は発注者の指示により生

じたものであるときは、発注者は当該契約不適合を理由として、請求等をすること

ができない。ただし、受注者がその材料又は指示が不適当であることを知りながら

これを発注者に通知しなかったときは、この限りでない。 

９ 第１項の規定にかかわらず、契約不適合責任期間について契約書類（この契約書

を除く。）で特別の定めをした場合は、その契約書類の定めるところによる。 

 （変更の届出） 

第３２条 受注者について、名称、所在地、代表者、受任者及び使用印鑑のいずれか

の変更があったときは、速やかに発注者に届け出なければならない。 

 （秘密の保持） 

第３３条 受注者は、この契約に関し、業務上知り得た事項について、その取扱い及

び管理を適切に行うために必要な措置を講ずるとともに秘密の保持に努め、当該事

項を他に漏らしてはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、

また同様とする。 

（紛争の解決） 

第３４条 この契約に関し紛争が生じた場合は、発注者と受注者との協議により解決

を図るものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、発注者及び受注者は、協議の上調停人を選任し、当該

調停人のあっせん又は調停により、その紛争の解決を図ることができる。この場合

において、紛争の処理に要する費用については、発注者と受注者とが協議して特別

の定めをしたものを除き、調停人の選任に係るものは発注者と受注者とで折半し、

その他のものは発注者と受注者とでそれぞれが負担する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、発注者又は受注者は、必要があると認めるときは、

前２項に規定する紛争解決の手続前又は手続中であっても、その紛争について民事

訴訟法（平成８年法律第１０９号）に基づく訴えの提起又は民事調停法（昭和２６

年法律第２２２号）に基づく調停の申立てを行うことができる。 

（契約保証金） 

第３５条 受注者は、この契約の締結と同時に、現金又は国債、地方債その他の有価

証券で発注者が確実と認めるものにより、契約保証金を納付しなければならない。



ただし、発注者がその必要がないと認めたときは、受注者は契約保証金の納付を免

除される。 

２ 前項の規定により契約保証金を納付した場合、当該契約保証金は、この契約に基

づく受注者の債務が完了したときに返還する。 

３ 契約保証金には利子を付さない。 

（違約金等への充当） 

第３６条 第２１条第２項の場合において、前条の規定により契約保証金の納付又は

これに代わる担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担

保をもって第２１条第２項に規定する違約金に充当することができる。この契約に

基づき、発注者が受注者に対して賠償金又は損害金の請求権を有するときも、また

同様とする。 

 （相 殺） 

第３７条 発注者は、受注者に対する金銭債権を有している場合において、受注者が

第１８条各号、第１９条各号又は第２１条第２項第２号のいずれかに該当したときは、

 当該金銭債権と第１７条第１項の契約代金とを相殺することができる。 

（賠償金等の徴収） 

第３８条 受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発注者の指定する

期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期間

を経過した日から支払の日までの日数に応じ、当該契約締結の日における支払遅延

防止法の率で計算した利息を付した額と、発注者の支払うべき契約代金（単価契約

の場合にあっては発注総額）とを相殺し、なお不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき、当該契約締

結の日における支払遅延防止法の率で計算した額の延滞金を徴収する。 

（個人情報の保護） 

第３９条 受注者は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについ

ては、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７条）と併せ、別記「個

人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

（協 議） 

第４０条 この契約に定めのない事項については、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）、地方自治法施行令及び堺市契約規則（昭和５０年規則第２７号）によるほ

か、必要に応じて発注者と受注者とで協議して定める。 

 

 

 

 



 

別記 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１ 受注者は、この契約による業務（以下「本件業務」という。）を行うに当たり、

個人情報を取り扱う際には、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７

号。以下｢法｣という。）を遵守し、同法第６６条第２項の個人情報取扱事務の受注

者として、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのな

いよう適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 受注者は、本件業務に関して知り得た個人情報を正当な理由なく他に知らせ、

又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後にお

いても同様とする。 

（罰則の教示等） 

第３ 受注者は、本件業務に従事している者に対し、在職中だけではなく退職後にお

いても本件業務に関して知り得た個人情報を正当な理由なく他に知らせ、又は不当

な目的に使用してはならないこと、その他個人情報の保護に関して必要な事項を周

知しなければならない。 

２ 受注者は、前項の周知の際に、本件業務に従事している者又は従事していた者が、

法第１７６条又は第１８０条の違反行為をしたときは、法により懲役又は罰金に処

されること（法第１８３条により、日本国外においてこれらの違反行為をした者に

ついても適用されることを含む。）を教示しなければならない。 

３ 受注者は、本件業務に従事している者又は従事していた者が、法第１７８条、第

１７９条又は第１８２条の違反行為をしたときは、法第１８４条により、受注者に

対しても、罰金刑が科されることを十分認識し、本件業務を処理しなければならな

い。 

（収集の制限） 

第４ 受注者は、本件業務を処理するために個人情報を収集するときは、当該処理に

必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（適正管理） 

第５ 受注者は、本件業務に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失又は毀損の防止そ

の他個人情報の適正な管理のため、次の各号に掲げる措置のほか必要な措置を講じ

なければならない。 

(1) 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室で厳重に個人

情報を保管すること。 



(2) 発注者が指定した場所へ持ち出す場合又は発注者が事前に承諾した場合を除き、

個人情報を定められた場所から持ち出さないこと。持ち出しの承諾を得た場合にお

いても、パスワード、ICカード、生体情報等（以下「パスワード等」という。）を

使用して権限を識別する機能（以下「認証機能」という。）を設定する等のアクセ

ス制御のために必要な措置を講ずること。 

(3) 個人情報の漏えい、改ざん、滅失又は毀損その他の事故を防ぎ、真正性、見読性

及び保存性の維持に責任を負うこと。特に事故を防ぐため、複数の者による確認や

チェックリストの活用等の必要な措置を講ずること。 

(4) 個人情報の漏えい等の防止のため、個人情報の秘匿性等その内容に応じてスマー

トフォン、ＵＳＢメモリ等の記録機能を有する機器・媒体の情報システム端末等へ

の接続の制限を行うこと。また、作業場所に、私用電子計算機、私用外部記録媒体

その他の私用物を持ち込ませない等の漏えいを防止する措置を講ずること。 

(5) 個人情報を利用する作業を行う電子計算機に、個人情報の漏えいにつながると考

えられるアプリケーションをインストールしないこと。また、アプリケーションや

ソフトウェアに関する公開された脆弱性の解消、把握された不正プログラムの感染

防止等に必要な措置（導入したソフトウェアを常に最新の状態に保つことを含む。）

を講ずること。 

(6) 本件業務に着手する前に、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向

上その他本件業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、作業従事者全員に対して

実施すること。 

(7) 受注者は、本件業務の個人情報を情報システムで取り扱う場合、個人情報の秘匿

性等その内容に応じて、以下のとおり安全を確保しなければならない。 

ア （アクセス制御）パスワード等の管理に関する定めを整備（その定期又は随時の

見直しを含む。）し、ＩＤやパスワードを設定する等のアクセス制御のために必要

な措置を講ずること。 

イ （アクセス記録）当該個人情報へのアクセス状況を記録し、その記録（以下「ア

クセス記録」という。）を一定の期間保存し、及び必要に応じてアクセス記録を分

析する等の措置を講ずること。 

ウ （アクセス記録）アクセス記録の改ざん、窃取又は不正な消去の防止のために必

要な措置を講ずること。 

エ （アクセス状況の監視）当該個人情報への不適切なアクセスの監視のため、個人

情報を含む又は含むおそれがある一定量以上の情報が情報システムからダウンロ

ードされた場合には、必要に応じて警告表示がなされる機能の設定、当該設定の定

期的確認等の措置を講ずること。 

オ （管理者権限の設定）情報システムの管理者権限の特権を不正に窃取された際の



被害の最小化及び内部からの不正操作等の防止のため、当該特権を必要最小限とす

る等の措置を講ずること。 

カ （外部からの不正アクセスの防止）個人情報を取り扱う情報システムへの外部か

らの不正アクセスを防止するため、ファイアウォールの設定による経路制御等の必

要な措置を講ずること。 

キ （情報システムにおける個人情報の処理）個人情報について、一時的に加工等の

処理を行うため複製等を行う場合には、その対象を必要最小限に限り、処理終了後

は速やかに再利用できない状態まで消去し、不正利用を防止するため必要な対策を

講ずること。 

ク (暗号化) 情報の不正利用を防止するために必要な暗号化を講ずること。 

ケ (端末の限定)本件業務を処理する端末を限定するために必要な措置を講ずるこ

と。 

コ (端末の盗難防止等)端末の盗難又は紛失の防止のため、端末の固定、執務室の施

錠等の必要な措置を講ずること。 

サ (第三者の閲覧防止)端末の使用に当たっては、個人情報が第三者に閲覧されるこ

とがないよう、使用状況に応じて情報システムからログオフを行うことを徹底する

等の必要な措置を講ずること。 

シ （入力情報の照合等）情報システムで取り扱う個人情報の重要度に応じて、入力

原票と入力内容との照合、処理前後の当該個人情報の内容の確認、既存の個人情報

との照合等を行うこと。 

ス （バックアップ）個人情報の重要度に応じて、復元可能なバックアップを作成し、

分散保管するために必要な措置を講ずること。 

セ (情報システム設計書等の管理)個人情報に係る情報システムの設計書、構成図等

の文書について外部に知られることがないよう、その保管、複製、廃棄等について

必要な措置を講ずること。 

ソ (入退管理)個人情報を取り扱う基幹的なサーバ等の機器を設置する室その他の

区域（以下「情報システム室等」という。）に立ち入る権限を有する者を定めると

ともに、用件の確認、入退の記録、部外者についての識別化、部外者が立ち入る場

合の従事者の立会い又は監視設備による監視、外部電磁的記録媒体等の持込み、利

用及び持ち出しの制限又は検査等の措置を講ずること。また、個人情報を記録する

媒体を保管するための施設（以下「保管施設」という。）を設けている場合におい

ても、必要があると認めるときは、同様の措置を講ずること。 

タ (入退管理)情報システム室等について、必要があると認めるときは、出入口の特

定化による入退の管理の容易化、所在表示の制限等の措置を講ずること。 

チ (入退管理)情報システム室等及び保管施設の入退の管理について、必要があると



認めるときは、立入りに係る認証機能を設定し、及びパスワード等の管理に関する

定めを整備（その定期又は随時の見直しを含む。）し、ＩＤやパスワードを設定す

る等の入退の管理に関する必要な措置を講ずること。 

ツ (情報システム室等の管理)外部からの不正な侵入に備え、情報システム室等及び

保管施設に施錠装置、警報装置及び監視設備の設置等の措置を講ずること。 

テ (情報システム室等の管理)災害等に備え、情報システム室等及び保管施設に耐震、

防火、防煙、防水等の必要な措置を講ずるとともに、サーバ等の機器の予備電源の

確保、配線の損傷防止等の措置を講ずること。 

（返還、廃棄等） 

第６ 受注者は、本件業務を処理するために発注者から提供され、又は自らが収集し

た個人情報について、保有する必要がなくなった、又はこの契約が終了し、若しく

は解除されたときは、発注者の指定した方法により、確実かつ速やかに返還若しく

は引き渡し又は消去若しくは廃棄しなければならない。 

２ 受注者は、個人情報の消去又は廃棄に際して発注者から立会いを求められた場合

は、これに応じなければならない。 

３ 受注者は、本件業務において利用する個人情報を廃棄する場合は、当該情報が記

録された電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とする

のに必要な措置を講じなければならない。 

４ 受注者は、個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時及び

消去又は廃棄の内容を記録し、書面で発注者に報告しなければならない。 

（再委託の禁止） 

第７ 受注者は、本件業務を処理するための個人情報については、自ら取り扱うもの

とし、第三者（以下「再委託先」という。）にその処理を委託してはならない。 

２ 前項の規定に関わらず、事前に再委託先の商号又は名称、再委託する業務の内容、

再委託する理由、その他発注者が必要とする事項を記載した書面をもって申請し、

発注者が事前に承諾した場合に限り、受注者は、本件業務の一部を再委託先に委託

することができる。この場合において、受注者は、再委託先に対し、受注者と同様

の義務を負わせ、その遵守を監督しなければならない。 

３ 受注者は、前項の規定により、本件業務の一部を再委託したときは、その契約内

容を速やかに書面で発注者に報告しなければならない。 

４ 受注者は、再委託先の当該業務に関する行為及びその結果について、再委託先と

の契約の内容にかかわらず、発注者に対して責任を負うものとする。 

（目的外の使用等の禁止） 

第８ 受注者は、発注者の指示又は承諾がある場合を除き、本件業務に関して知り得

た個人情報を、本件業務を処理する以外の目的に使用し、又は第三者に提供しては



ならない。 

（複写及び複製の禁止） 

第９ 受注者は、発注者の指示又は承諾がある場合を除き、本件業務を処理するため

に、発注者から提供された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製しては

ならない。 

（定期報告及び緊急時報告） 

第１０ 受注者は、発注者から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた

場合は、直ちに報告しなければならない。 

２ 受注者は、個人情報の取扱いの状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定

めなければならない。 

（監査又は検査） 

第１１ 発注者は、本件業務に係る個人情報の取扱いについて、本契約の規定に基づ

き必要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、必要に応じて受注

者及び再委託先に対して、監査又は検査（実地検査含む。）を行うことができる。 

２ 発注者は、前項の目的を達するため、受注者に対して必要な情報を求め、又は本

件業務の処理に関して必要な指示をすることができる。 

（事故発生時における報告） 

第１２ 受注者は、この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は生じるお

それがあると認めるときは、その旨を速やかに発注者に報告し、その指示に従わな

ければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

２ 受注者は、被害の拡大防止又は復旧等のために必要な措置を速やかに講ずること。

ただし、外部からの不正アクセスや不正プログラムの感染が疑われる場合には、当

該端末等からの通信を遮断するなど、被害拡大防止のため直ちに行い得る措置につ

いては、直ちに行う（従事者に行わせることを含む。）ものとする。 

３ 受注者は、前々項の規定による報告後も、事故の発生した経緯、被害状況等を継

続して調査し報告しなければならない。 

４ 発注者は、受注者から事故発生に関する報告があった場合、市民に対して適切な

説明責任を果たすため、必要な範囲においてその内容を公表することができる。 

（損害賠償） 

第１３ 受注者は、この個人情報取扱特記事項に違反したことにより、発注者又は第

三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（契約の解除） 

第１４ 発注者は、受注者がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたとき

は、この契約を解除することができる。 

（協議） 



第１５ 受注者は、本業務の仕様書に定めのない方法で個人情報を取り扱う場合には、

予め発注者と協議を行うこと。 



条件付一般競争入札参加申込書兼誓約書 
 
 

令和６年  月  日 
 
（公財）堺市公園協会 理事長  様 

 
 
所在地（住所） 
名称又は商号 
代表者職氏名                印  

 
 

 条件付一般競争入札について下記の業務の参加を希望し、申し込みします。 
なお、地方自治法施行令第 167 条の 4 及び堺市契約規則第 3 条の規定に該当しない者であるこ

と、公益財団法人堺市公園協会契約実施細則第 3 条の規定に該当する者であること、その他下記の

業務の入札説明書に定める入札参加資格を満たしていることを誓約します。 
 

記 
 

業 務 番 号 業  務  名 

2024-408 第６７回堺市緑化祭会場設営業務 
 

 

 

 
 

 

 
 
 
 

申込担当者 担当者氏名  

連 絡 先 電 話 番 号 ―    ―  

申込書類等確認 申請者確認欄 堺市公園協会

確認欄 

条件付一般競争入札参加申込書兼誓約書 □  

 堺市業者登録番号（        ） □  

受 付 印 
（公益財団法人堺市公園協会使用欄） 

 
 
 
 
 
 
 

受付Ｎｏ． 
 
 

受付者印 



条件付一般競争入札参加申込書兼誓約書 
 
 

令和 6 年●月●●日 
 
（公財）堺市公園協会 理事長  様 

 
 
所在地（住所） 
名称又は商号 
代表者職氏名              印  

 
 

 条件付一般競争入札について下記の業務の参加を希望し、申し込みします。 
なお、地方自治法施行令第 167 条の 4 及び堺市契約規則第 3 条の規定に該当しない者であるこ

と、公益財団法人堺市公園協会契約実施細則第 3 条の規定の規定に該当しない者であること、その

他下記の業務の入札説明書に定める入札参加資格を満たしていることを誓約します。 
 

記 
 

業 務 番 号 業  務  名 

2024-408 第６７回堺市緑化祭会場設営業務 
 

 

 

 

 

申込担当者 担当者氏名  

連 絡 先 電 話 番 号 ―    ―  

申込書類等確認 申請者確認欄 
堺市公園協会

確認欄 

条件付一般競争入札参加申込書兼誓約書 □  

 堺市業者登録番号（        ） □  

受 付 印 
（公益財団法人堺市公園協会使用欄） 

 
 
 
 
 
 
 

受付Ｎｏ． 
 
 

受付者印 

担当者と連絡先(電話番号)を記載すること。当協会から連絡

する場合は、こちらに連絡します。 

会社の住所、名称又は商号及び代表者職氏名を記入する

こと。また、登録時(堺市)に代理人を選定している場合

(支店、営業所等)は、その委任先の住所、名称及び委任

を受けている代理人の職氏名を記入すること。印鑑は、

堺市に登録の使用印鑑を鮮明に押印すること。(契約書に

押印するものと同一のもの。) 

記入例 

堺市の調達課に登録の業者番号を記入してください 



条件付一般競争入札参加資格確認結果通知受領書 

 

令和 6 年  月  日 

 

 

（公財）堺市公園協会 理事長  様 

 

 

所在地（住所） 

名称又は商号 

代表者職氏名                印  

 

 

 

 下記業務の条件付一般競争入札参加資格確認結果通知等の入札関係書類を受領しました。 

 

業 務 番 号 業    務    名 

2024-408 第 67 回堺市緑化祭会場設営業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



条件付一般競争入札参加資格確認結果通知受領書 

 

令和 6 年●月●●日 

 

 

（公財）堺市公園協会 理事長  様 

 

 

所在地（住所） 

名称又は商号 

代表者職氏名                印  

 

 

 

 下記業務の条件付一般競争入札参加資格確認結果通知等の入札関係書類を受領しました。 

 

業 務 番 号 業    務    名 

2024-408 第 67 回堺市緑化祭会場設営業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会社の住所、名称又は商号及び代表者職氏名を記入す

ること。また、登録時(堺市)に代理人を選定している場合

(支店、営業所等)は、その委任先の住所、名称及び委任

を受けている代理人の職氏名を記入すること。 

印鑑は、堺市に登録の使用印鑑を鮮明に押印す

ること。(契約書に押印するものと同一のもの。) 
申し込みの業務番号及び業務名称を記入ください。 

※申し込み後、当方で資格審査します。資格審査で不適格とな

った場合、斜線等で抹消することになりますので、ご了承願いま

す。 

記入例 



申込書送付用宛名ラベル 

 

 

 

 

 

 

 

点線で切って、長形 3 号封筒（120×235）また

は、その他の大きさの封筒（角形2号

（240×332））に貼ってご使用ください。 

必ず一般書留又は簡易書留郵便に

て送付してください。（普通郵便で送

付された場合、申し込みの受付は、

できません。） 

書 

留 

書 

留 

〒590-0803 

堺市堺区東上野芝町 1 丁４番地 3 2F 

 

公益財団法人 堺市公園協会  

令和６年度 第６７回堺市緑化祭会場設営業務 

条件付一般競争入札受付係 宛 

〒590-0803 

堺市堺区東上野芝町 1 丁４番地 3 2F 

 

公益財団法人 堺市公園協会  

令和６年度 第６７回堺市緑化祭会場設営業務 

条件付一般競争入札受付係 宛 



  22-3 契約実施細則 

  

22 - 3 - 1 

  

公益財団法人堺市公園協会契約実施細則 

令和４ 年４ 月 1 日 施行 
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附 則 令和２ 年４ 月１ 日施行 

附 則 令和３ 年４ 月１ 日施行 
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別表（ 第 8 条関係）  

 

 

 

 

第 1 章 総則 

（ 趣 旨）  

第 1 条 こ の細則は、 公益財団法人堺市公園協会会計規程（ 以下「 会計規程」 と いう 。） 第

47 条第 5 項の規定に基づき 、 公益財団法人堺市公園協会（ 以下「 協会」 と いう 。） におい

て締結する 売買、 貸借、 請負その他の契約について、法令その他別に定めがある も ののほ

か、 必要な事項を定める も のと する 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 運用の基準）  

第 2 条 こ の細則の運用にあたっては、 信義誠実の原則に従う と と も に、 契約事務が公正

的確に処理さ れ、 かつ、 予算が効率的に執行さ れる よ う 努めなければなら ない。  

 

第 2 章 契約の締結 

第 1 節 契約の参加資格 

（ 入札参加資格）  

第 3 条 請負、 買入れ及び賃借の入札に参加し よ う と する 者は、 次の各号に掲げる 資格を

備えている 者でなければなら ない。   （ 令 4.4 一改）  

(1) 引き 続いて 1 年以上その営業を行っている 者 

(2) 堺市の入札参加資格を有する 者 

(3) その他理事長が必要と 認める 資格を有する 者 

 

第 2 節 契約方式別の手続 

第 1 款 一般競争入札 

 （ 一般競争入札の公告）  

第 4 条 理事長は、 一般競争入札に付そう と する と き は、 入札期日前 10 日（ 急を要する 場

合は、 5 日） 前ま でに、 次の各号に掲げる 事項を公告する 。  

(1) 入札に付する 事項 

(2) 入札参加資格に関する 事項 

(3) 入札保証金に関する 事項 

(4) 契約条項を示す場所 

(5) 入札執行の日時及び場所 

(6) 入札の無効に関する 事項 
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(7) 前各号に定める も ののほか、 理事長が必要と 認める 事項 

 

第 2 款 指名競争入札 

（ 指名競争入札によ る こ と ができ る 契約）  

第 5 条 会計規程第 47 条第 2 項の規定によ り 指名競争入札によ る こ と ができ る 場合は、次

の各号に掲げる 入札と する 。  

 (1) 契約の性質又は目的が一般競争入札に適し ないと き 。  

  (2) その性質又は目的によ り 競争に加わる べき 者の数が一般競争入札に付する 必要がな

いと 認めら れる 程度に少数である と き 。  

  (3) 一般競争入札に付する こ と が不利と 認めら れる と き 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 指名方法）  

第 6 条 指名競争入札に付する と き は、 入札参加資格を有する 者のう ちから 理事長が適当

と 認める 者を５ 人以上指名する も のと する 。 ただし 、 理事長において特別の理由がある

と 認める と き は、 こ の限り でない。  

 

（ 通知事項）  

第 7 条 理事長は、 前条の規定によ り 指名し た者に対し て第 4 条各号（ 第 2 号を除く 。）

の事項を通知する 。  

 

第 3 款 随意契約 

（ 随意契約によ る こ と ができ る 契約）  

第 8 条 会計規程第 47 条第 2 項の規定によ り 随意契約によ る こ と ができ る 場合は、次の各

号に掲げる 契約と する 。  

(1) 予定価格が別表左欄に掲げる 契約の種類に応じ て、 それぞれ対応する 右欄に定める

金額を超えないと き 。  

(2) 契約の性質又は目的が競争入札に適し ないと き 。  

イ 、 国、 地方公共団体その他公法人又は公益法人と 契約する と き 。  

ロ 、 医療、 歯科診療、 調剤又はこ れら に準ずる も のを目的と する と き 。  

ハ、 訴訟代理又はこ れに類する も のを目的と する と き 。  

ニ、 学術又は技芸の保護奨励のため必要な業務を委託する と き 。  

ホ、 産業の保護奨励のため必要な業務を委託する と き 。  

ヘ、 調査研究を目的と する 契約で、 能力、 技術、 信用、 手法等について適当な者を相
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手方と する と き 。  

ト 、 公益事業の用に供する ため必要な業務を委託する と き 。  

チ、 委託業務が特定の者でなければ受託する こ と ができ ないと き 。  

リ 、 特殊の性質を有する と き 、 特別の目的がある こ と によ り 相手方が特定さ れる と

き 、 又は特殊の技術を必要と する と き 。  

ヌ 、 設備、 機械等の保守点検を目的と する 契約で、 当該設備、 機械等を設置又は納入

し た者を相手方と する と き 。  

ル、 複数単価で、 かつ同一業者と 契約をする 必要がある と き 。  

ヲ 、 その他契約の性質又は目的が競争入札に適し ないと き 。  

 (3) 高年齢者等の雇用の安定等に関する 法律（ 昭和 46 年法律第 68 号） 第 41 条第 2 項に

規定する シルバー人材センタ ーから 役務の提供を受ける 契約をする と き 。  

(4) 緊急の必要によ り 競争入札に付する こ と ができ ないと き 。  

(5) 競争入札に付する こ と が不利と 認めら れる と き 。  

イ 、 打ち切った委託業務を再委託する と き 。  

ロ 、 関連業務等を履行さ せる と き 。  

ハ、 契約時期を失する と き 。  

ニ、 その他競争入札に付する こ と が不利と 認めら れる と き 。  

(6) 時価に比し て著し く 有利な価格で契約を締結する こ と ができ る 見込みのある と き 。  

(7) 競争入札に付し 入札者がないと き 、 又は再度の入札に付し 落札者がないと き 。  

(8) 落札者が契約を締結し ないと き 。  

(9) その他理事長が特に認めたと き 。  

2 前項第 7 号の規定によ り 随意契約によ る 場合は、 契約保証金及び履行期限を除く ほか、

最初競争入札に付する と き に定めた予定価格その他の条件を変更する こ と ができ ない。  

3 第 1 項第 8 号の規定によ り 随意契約によ る 場合は、落札金額の制限内でこ れを行う も の

と し 、かつ、履行期限を除く ほか、最初競争入札に付する と き に定めた条件を変更する こ

と ができ ない。  

4 前 2 項の場合においては、 予定価格又は落札金額を分割し て計算する こ と ができ る と き

に限り 、 当該価格又は金額の制限内で数人に分割し て契約を締結する こ と ができ る 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 見積書の徴取）  

第 9 条 随意契約に付する と き は、 3 人以上の者から 見積書を徴する も のと する 。 ただ

し 、 次の各号のいずれかに該当する と き は、 1 人のみの見積書の徴取で足り る も のと す

る 。   （ 令 2.4 一改）  
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(1) 契約の性質又は目的によ り 、 契約の相手方を特定せざる を得ないと き 。  

(2) 災害の発生等によ り 、 緊急を要する と き 。  

(3) 予定価格が３ ０ ０ ,０ ０ ０ 円未満の契約をする と き 。   （ 令 2.4 一改）  

(4) 前 3 号に定める も ののほか、 理事長が 3 人以上の者から 見積書を徴する 必要がない

と 認める と き 。   （ 令 2.4 一改）  

2 前項の規定にかかわら ず、 次の各号のいずれかに該当する と き は、 見積書の徴取を省

略する こ と ができ る 。  

(1) 国又は地方公共団体と 契約を締結する と き 。  

(2) 法令によ り 価格の定めら れている 物品を購入する と き 。  

(3) 不動産の売買又は貸借をする と き 。  

(4) 見積書を徴取でき ない特別の理由がある と き 。  

(5) 医療、 歯科診療、 調剤又はこ れら に準ずる も のを目的と する と き 。  

(6) 訴訟代理又はこ れに類する も のを目的と する と き 。  

(7) 法令に基づいた料金が定めら れている こ と その他の特別の理由がある こ と によ り 、

特定の取引価格又は料金によ ら なければ契約を締結する こ と ができ ないと き 。  

 

（ 創作物の製作業務の特例）  

第 10 条 創作性を有する 物を製作する こ と を目的と する 契約で、 理事長の認めたも のに

ついては、 創作案を提出さ せ、 その内容の検討によ り 契約の相手方を選定する こ と がで

き る 。 こ の場合においては、 最低の価格をも って申込みをし た者以外の者を選定する こ

と ができ る 。  

2 前項の場合においては、 あら かじ め契約する 金額を明示し て、 創作案の提出を求める

こ と ができ る 。  

 

第 3 節 入札 

（ 入札保証金の納付等）  

第 11 条 入札に参加し よ う と する 者に納付さ せる 入札保証金の額は、 入札金額の 100 分

の 3 以上と する 。 ただし 、 理事長は、 特に必要がある と 認める と き は別に入札保証金の

額を定める こ と ができ る 。  

2 入札保証金には、 利子を付さ ない。  

3 入札保証金の納付は、 国債、 地方債の証券その他理事長において確実と 認める 担保の

提供をも って代える こ と ができ る 。  

4 前項の証券の評価額は、 額面金額（ 発行価格が額面金額未満である と き は、 その発行

価格） の 10 分の 8 と する 。  
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   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 入札保証金の免除）  

第 12 条 前条第 1 項の規定にかかわら ず、 理事長は、 入札に参加し よ う と する 者が次の

各号のいずれかに該当する と き は、 入札保証金の全部又は一部の納付を免除する こ と が

でき る 。  

(1) 保険会社と の間に協会を被保険者と する 入札保証保険契約を締結し 、 その保険証書

を提出し たと き 。  

(2) 過去 2 年間に国又は地方公共団体と 種類及び規模をほぼ同じ く する 契約を 1 回以上

締結し 、 こ れら をすべて誠実に履行し 、 かつ、 契約を締結し ないおそれがないと 認め

る と き 。  

(3) 堺市の入札参加資格を有する と き 。  

(4) 前 3 号に定める も ののほか、 契約を締結し ないおそれがないと 理事長が認める と

き 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 入札保証金の還付等）  

第 13 条 入札保証金は、 落札者には契約締結後、 その他の入札者には開札後こ れを還付

する 。  

2 入札保証金は、 契約保証金に充当する こ と ができ る 。  

 

（ 入札保証金の帰属等）  

第 14 条 落札者が、 正当な理由がなく 期限ま でに契約を締結し ないと き は、 入札保証金 

は、 協会に帰属する 。  

2 入札保証金の納付を免除さ れた者が、 正当な理由がなく 期限ま でに契約を締結し ない

と き は、 落札金額の 100 分の 3 に相当する 違約金を徴収する も のと する 。  

 

（ 入札方法）  

第 15 条 入札参加者は、 図面、 設計書、 仕様書、 現場又は現物若し く は見本を確認のう

え、 必要事項を記入し 、 かつ、 記名押印をし た入札書によ り 入札をし なければなら な

い。  

2 代理人によ り 入札し よ う と する 者は、 入札前に委任状を提出し なければなら ない。  

 

（ 指名競争入札参加者の数）  
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第 16 条 理事長は、 指名競争入札参加者が当初に指名し た数よ り 減少し た場合において

も 、 ２ 人以上の入札参加者がある と き は、 入札を行う こ と ができ る 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 予定価格の決定）  

第 17 条 予定価格は、 入札に付する 事項の価格の総額について定める も のと する 。 ただ

し 、 一定期間継続し てする 製造、 修繕、 加工、 売買、 供給、 使用等の契約の場合におい

ては、 単価についてその予定価格を定める こ と ができ る 。  

2 予定価格は、 契約の目的又は役務について、 取引の実例価格、 需給の状況、 履行の難

易、 数量の多少、 履行期間の長短等を考慮し て定める も のと する 。  

 

（ 最低制限価格の決定）  

第 18 条 契約の内容に適合し た履行を確保する ため特に必要がある と 認める と き は、 あ

ら かじ め最低制限価格を設ける こ と ができ る 。  

2 前項の最低制限価格は、 理事長がその都度定める も のと する 。 こ の場合において、 最

低制限価格を予定価格の 3 分の 2 を下ら ない範囲内で定める も のと する 。  

3 前項の規定にかかわら ず、 理事長において特に必要がある と 認める と き は、 最低制限

価格の額を予定価格の 3 分の 2 未満と する こ と ができ る 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 予定価格等の準備）  

第 19 条 予定価格又は最低制限価格を定めたと き は、 こ れら を記載し た書面を作成の

上、 密封し 、 開札の際、 開札場所に置く も のと する 。  

 

 （ 入札の無効）  

第 20 条 次の各号のいずれかに該当する 入札は、 無効と する 。  

(1) 入札書が所定の日時を過ぎて到着し たと き 。    （ 令 4.4 一改）  

(2) 入札書の記入事項について、 必要な文字を欠き 、 又は判読でき ないと き 。  

(3) 入札書に記名押印がないと き 。  

(4) 入札金額を訂正し たと き 。  

(5) 一の入札に対し て 2 通以上の入札書を提出し たと き 。  

(6) 入札保証金を要する 場合において、 こ れを納付せず、 又はその金額に不足がある と

き 。  

(7) 代理人によ る 入札の場合において、 委任状を提出し ないと き 。  
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(8) 入札者若し く はその代理人が他の入札代理人と なり 、 又は数人共同し て入札し たと

き 。  

(9) 入札者の資格のないも のが入札し たと き 。  

(10) 入札に関し 不正な行為を行ったと き 。 又は不正な行為を行ったおそれが非常に強い

と き 。  

(11) 第 18 条第 1 項の規定によ り 最低制限価格を設定し た場合において、 こ れを下回る 価

格で入札し たと き 。  

(12) 明ら かに当該契約の履行ができ ないと 認めら れる 低い価格で入札し たと き 。  

(13) その他入札に関する 条件に違反し たと き 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 開札及び再度入札）  

第 21 条 入札の開札は、 入札の場所において、 入札の終了後直ちに、 入札者を立ち合わ

せて行う も のと する 。 こ の場合において、 入札者が立ち会わないと き は、 当該入札事務

に関係のない職員を立ち合わせなければなら ない。  

2 入札者は、 その提出し た入札書の書換え、 引換え又は撤回をする こ と ができ ない。  

3 理事長は、 開札し た場合において、 各人の入札のう ち予定価格の制限の範囲内の価格

の入札がないと き （ 第 18 条の規定によ り 最低制限価格を設けた場合にあっては、 予定価

格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格の入札がないと き ） は、 直ちに、 再

度の入札をする こ と ができ る 。 ただし 、 郵送によ る 入札を行った場合はこ の限り でな

い。  

4 再度入札において入札者が１ 人と なったと き 、 又は再度入札を２ 回以上（ 工事請負契

約及び工事関連委託契約(以下「 工事請負契約等」 と いう 。） にあっては１ 回以上)行った

場合において、 なおその最低入札価格が予定価格を超える と き は、 入札を打ち切る こ と

ができ る 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

 （ 入札のく じ によ る 落札者の決定）  

第 22 条  理事長は、 落札と なる べき 同価の入札をし た者が二人以上ある と き は、 直ちに、

当該入札者にく じ を引かせて落札者を定めなければなら ない。こ の場合において、当該入

札者のう ちく じ を引かない者がある と き は、こ れに代えて、当該入札事務に関係のない職

員にく じ を引かせる も のと する 。  

 

（ 落札者がなく 随意契約によ る 場合）  
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第 23 条 再度入札に付し た後も 落札者がないため、 第 8 条第 1 項第 7 号の規定によ り 随

意契約によ る も のと する と き は、 入札額の低い者から 順に見積書を提出さ せ、 契約の相

手方を決定する も のと する 。 こ の場合においては、 無効の入札をし た者又は辞退の入札

をし た者を相手方と する こ と はでき ない。  

 

（ 入札の中止等）  

第 24 条 理事長は、 不正な入札が行われる おそれがある と 認める と き 、 又は災害その他

やむを得ない理由がある と き は、 入札を中止し 、 又は入札期日を延期する こ と がある 。  

2  入札の執行前又は執行中において、 入札を公正に執行でき ないと 認めら れる 事由が生

じ たと き は、 理事長は、 入札を中断し 、 延期し 、 又は取り 止める こ と ができ る 。  

 

（ 随意契約への準用）  

第 25 条 第 17 条及び第 18 条の規定は、 随意契約の場合に準用する 。  

2 前項の規定によ り 予定価格を定めたと き は、 こ れを記載し た書面を作成し 、 密封する

も のと する 。  

3 前項の規定にかかわら ず、 次の各号のいずれかに該当する 場合は、 予定価格を記載し

た書面の作成を省略する こ と ができ る 。  

(1) 予定価格が別表の左欄に掲げる 契約の種類に応じ て、 それぞれ対応する 右欄に定め

る 金額の 2 分の 1 以下のと き 。  

(2) 法令に基づいた料金が定めら れている こ と その他の特別の理由がある こ と によ り 、

特定の取引価格又は料金によ ら なければ契約を締結する こ と ができ ないと き 。  

(3) 委託契約をする こ と が法令上定めら れている と き 。  

(4) 国又は地方公共団体と 契約する と き 。  

(5) 医療、 歯科診療、 調剤又はこ れら に準ずる も のを目的と する と き 。  

(6) 訴訟代理又はこ れに類する も のを目的と する と き 。  

(7) 調査研究を目的と する 契約で、 大学等学術研究機関を相手方と する と き 。  

(8) 前各号に定める も ののほか、理事長が予定価格を記載し た書面を作成する 必要がない

と 認める と き 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

第 4 節 契約書、 契約保証金及び契約保証人 

（ 契約締結の手続）  

第 26 条 落札者に決定する 旨又は契約の相手方と する 旨の通知を受けた者は、 理事長が

指定する 期限ま でに契約書に記名押印のう え、 理事長が定める 書類を添えてこ れを提出
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し なければなら ない。 こ の場合において、 契約保証金又は契約保証人を要する も のにつ

いては、 契約保証金を納付し 、 又は契約保証人を立てなければなら ない。  

2 前項の規定によ る 契約締結の手続を怠ったと き は、 その者に係る 落札又は契約の決定

を取り 消すこ と がある 。  

 

 （ 長期継続契約を締結する こ と ができ る 契約）  

第 27 条 物品を借り 入れ又は役務の提供を受ける 契約で、 その契約の性質上翌年度以降に

わたり 契約を締結し なければ当該契約に係る 事務の取扱いに支障を及ぼすよ う な契約に

ついては、 翌年度以降にわたり 契約する こ と ができ る 。  

2 前項の規定によ る 翌年度以降にわたり 契約する こ と ができ る も のは、 次に掲げる も のと

する 。  

 (1) 電気、 ガス 若し く は水の供給若し く は電気通信役務の提供を受ける 契約 

(2) 商慣習上複数年度にわたり 契約を締結する こ と が一般的である も の 

   （ 令 3.4 一改）  

(3）  経常的かつ継続的な役務の提供を受ける 契約で、 毎年度当初から 役務の提供を受け

る 必要がある ため、 複数年度にわたり 契約を締結する 必要がある も の 

   （ 平 26.11 一改）  

(4) その他理事長が必要と 認める も の 

   （ 令 4.4 追加）  

 

（ 契約書の記載事項）  

第 28 条 契約書には、 契約の目的、 契約金額、 履行期限及び契約保証金に関する 事項の

ほか、 次の各号に掲げる 事項を記載する も のと する 。 ただし 、 契約の性質又は目的によ

り 該当のない事項については、 こ の限り でない。  

(1) 契約履行の場所 

(2) 契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

(3) 監督及び検査 

(4) 履行の遅滞その他債務の不履行の場合における 遅延利息、 違約金その他の損害金 

(5) 危険負担 

(6) かし 担保責任 

(7) 契約に関する 紛争の解決方法 

(8) 権利義務の譲渡の禁止 

(9) その他必要な事項 

 



22-3 契約実施細則 

22 - 3 - 11 

（ 契約書又は請書の省略）  

第 29 条 次に掲げる 場合においては、 契約書の作成を省略し 、 請書をも ってこ れに代え

る こ と ができ る 。  

(1) 契約金額が１ ,０ ０ ０ ,０ ０ ０ 円を超えない契約（ 概算払、 前金払及び第 39 条に規定

する 部分払をする 契約、 長期継続契約、 単価契約並びに不動産の売買契約及び賃貸契

約を除く 。） をする と き 。  

(2) 有価証券を売買する と き 。  

(3) 国又は地方公共団体その他公共団体と 契約をする と き 。  

(4) 前各号に定める も ののほか、 理事長において契約書を作成する 必要がないと 認める

と き 。  

2 前項の規定にかかわら ず、 次の各号に掲げる 契約を締結する 場合においては、 契約書及

び請書の作成を省略し 、 見積書その他の書類をも ってこ れら に代える こ と ができ る 。  

 (1) 協会業務に関する 広告の依頼をする と き 。  

 (2) 各種保険契約の締結をする と き 。  

 (3) 運搬料、 保管料、 手数料等役務の提供を求める 契約をする と き 。  

 (4) 前各号に定める も ののほか、理事長において契約書及び請書を作成する 必要がないと

認める と き 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 契約保証金の納付等）  

第 30 条 契約の相手方（ 以下「 相手方」 と いう 。） に納付さ せる 契約保証金の額は、 契約

金額の 100 分の 10 以上と する 。 ただし 、 理事長において必要がある と 認める と き は、

別に契約保証金の額を定める こ と ができ る 。  

2 理事長は、 必要と 認める と き は、 前項に定める 契約保証金の納付に代えて、 次条第 5

号の工事履行保証契約（ かし 担保特約を付し たも のに限る 。） の締結を求める こ と ができ

る 。  

3 第 11 条第 2 項から 第 4 項ま での規定は、 契約保証金の納付について準用する 。  

 

（ 契約保証金の免除）  

第 31 条 前条第 1 項の規定にかかわら ず、 理事長は、 次の各号のいずれかに該当する と

き は、 契約保証金の全部又は一部の納付を免除する こ と ができ る 。 ただし 、 工事請負契

約等については、 第 2 号を除く 。  

(1) 契約の相手方が保険会社と の間に協会を被保険者と する 履行保証保険契約を締結

し 、 その証書を提出し たと き 。  
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(2) 相手方が過去 2 年間に国又は地方公共団体並びに協会と 種類及び規模をほぼ同じ く

する 契約を 1 回以上締結し 、 こ れら をすべて誠実に履行し 、 かつ、 契約を履行し ない

おそれがないと 認める と き 。   （ 令 4.4 一改）  

(3) 法令に基づき 延納が認めら れる 場合において、 確実な担保が提供さ れたと き 。  

(4) 契約金額が 1,000,000 円以下であり 、 かつ、 相手方が契約を履行し ないおそれがな

いと 認める と き 。  

(5) 協会が相手方から 委託を受けた保険会社と 工事履行保証契約を締結し たと き 。  

(6) 金融機関又は保証事業会社の保証が得ら れたと き 。  

(7) 不動産の買入れ又は借入れに関する 契約を締結する と き 。  

(8) 随意契約を締結する 場合において、 契約金額が少額であり 、 かつ、 契約の相手方が

契約を履行し ないこ と と なる おそれがないと き 。  

(9) 前各号に定める も ののほか、 理事長において契約保証金を納付さ せる 必要がないと

認める と き 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 契約保証金の充当）  

第 32 条 契約保証金は、 契約において特別の定めをする 場合を除き 、 貸付料又は延滞損

害金の納付を遅延し たと き こ れに充当する ほか、 契約に伴う 一切の損害賠償に充当す

る 。  

2 理事長は、 前項の規定によ る 充当によ り 、 契約保証金に不足を生じ たと き は、 こ れを

追納さ せる も のと する 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

 （ 契約保証金の還付等）  

第 33 条 契約保証金は、 協会と 契約し た者（ 以下｢契約者｣と いう 。） がその債務を履行し

た後、 こ れを還付する 。 ただし 、 次の各号のいずれかに該当する と き は、 当該各号に定

める 日以後にこ れを還付する こ と ができ る 。  （ 令 4. 4 一改）  

( 1)  物品の借入れに係る 契約( 次号に規定する 契約を除く 。 ) にあっては、 当該物品の

全ての納品を受けたと き 。  当該納品を受けた日 

( 2)  リ ース 契約及び長期継続契約にあっては、 契約期間の初日から 起算し て 1 年間経

過し たと き ( 当該長期継続契約の相手方に履行遅滞その他義務の不履行が無い場合に

限る 。 ) 。  当該 1 年間を経過し た日 

2 前項の規定にかかわら ず、 理事長は、 契約不適合に係る 保証金と し て保証金の全部又

は一部を留保する 必要がある と き は、 こ れを還付し ないこ と ができ る 。  （ 令 4.4 追加）  
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（ 契約保証金の帰属）  

第 34 条 第 49 条の規定によ り 契約を解除し たと き は、 契約保証金は協会に帰属さ せる も

のと する 。 契約者の責めに帰すべき 理由によ り 契約が履行不能と なった場合において

も 、 ま た同様と する 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 契約保証人）  

第 35 条 理事長は、 契約の締結に際し て、 契約保証人を立てさ せる こ と ができ る 。  

2 前項の契約保証人は、 相手方と 同等以上の履行能力を有する 者で、 かつ、 理事長に契

約保証人と し て承認を申請し 、 その承認を得た者でなければなら ない。  

 

（ 契約保証人に対する 履行請求）  

第 36 条 理事長は、 前条第 1 項の規定によ り 契約保証人を立てさ せた場合において、 契

約者が次の各号のいずれかに該当する と き は、 当該契約保証人に対し 、 その履行を請求

する も のと する 。  

(1) 履行期限ま でに契約を履行せず、 又は履行の見込みがないと 認めら れる と き 。  

(2) 前号に定める も ののほか、 契約の目的を達成する 見込みがないと き 。  

 

第 3 章 契約の履行 

第 1 節 契約上の権利 

（ 権利の譲渡等の制限）  

第 37 条 契約から 生ずる 権利又は義務は、 理事長の承認がなければ、 他人に譲渡し 、 若

し く は担保に供し 、 又は引き 受けさ せる こ と ができ ない。  

 

第 2 節 契約上の給付 

（ 目的物の引渡し ）  

第 38 条 契約の目的物は、 完成又は納入検査合格後、 引渡し を受ける も のと する 。  

2 前項の引渡し 前に生じ た損害は、 契約者の負担と する 。 ただし 、 契約において特別の

定めがある と き は、 こ の限り でない。  

 

（ 部分払）  

第 39 条 理事長は、 契約によ り 受ける 給付の完了前に、 既済部分又は既納部分の代価の

一部又は全部を支払う こ と ができ る 。  
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2 前項の規定によ る 支払（ 以下「 部分払」 と いう 。） は、 工事請負契約等については、 次

の各号のいずれかに該当する も のに限り 、 する こ と ができ る 。  

(1) 契約金額が１ ,０ ０ ０ ,０ ０ ０ 円以上である も の 

(2) 工期が１ ２ ０ 日以上である も の 

3 部分払の額は、 工事請負契約等については、 その既済部分に対する 代価の 10 分の 9 の

額を超える こ と ができ ない。 ただし 、 性質上可分の工事請負契約等にかかる 完済部分に

あっては、 その代価の全額ま でを支払う こ と ができ る 。  

4 部分払の回数は、 工事請負契約等については、 次のと おり と する 。 ただし 、 市、 府又は

国の補助金の対象と なっている も のについては、 こ の限り でない。  

(1) 工期が１ ８ ０ 日以上のも のについては、 工期日数を 90 で除し て得た回数（ 1 未満の

端数切捨て） と し 、 その他のも のについては１ 回と する 。  

  (2) 会計規程第 27 条の規定によ り 前金払をする こ と ができ る も のについては、 前号によ

り 算定し た回数から 1 を減じ た回数と する 。  

   （ 平 26.11 一改 令 4.4 一改）  

 

 （ 遅延違約金）  

第 40 条 契約者の責めに帰すべき 理由によ り 契約者が、 請負、 買入れ又は売払いの契約

（ 不動産に係る 売払いの契約を除く 。） に基づく 債務の履行を遅延し たと き には、 遅延部

分に対する 対価につき 、 遅延日数に応じ 、 当該契約締結の日における 政府契約の支払遅

延防止等に関する 法律（ 昭和 24 年法律第 256 号） 第 8 条第 1 項に規定する 財務大臣が

指定する 率（ 以下｢支払遅延防止法の率」 と いう 。） を乗じ て計算し た額の遅延違約金を

徴収する 。 ただし 、 工事その他の請負で遅延部分を分ける こ と ができ ないと き 、 又は売

払いである と き は、 契約代価につき 遅延日数に応じ 、 当該契約締結の日における 支払遅

延防止法の率を乗じ て計算し た額を遅延違約金と する 。  

2 理事長において必要と 認める と き は、 前項の規定にかかわら ず、 契約において特に違

約金の額を定める こ と がある 。  

3 第 1 項に規定する 遅延違約金の総額が１ ０ ０ 円未満のも のについては、 こ れを免除す

る 。  

4 遅延違約金は、 契約者に対する 支払代金又は契約保証金から 差し 引く も のと する 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ かし 担保の特約）  

第 41 条 理事長は、 その指定する 期間内においては、 契約者に対し 、 目的物のかし につ

いて、 相当の期間を定めて補修、 取替えその他の措置（ 以下「 補修等」 と いう 。） を請求
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し 、 又は補修等に代え、 若し く は補修等と と も に損害の賠償を請求する こ と ができ る 。  

 

第 3 節 監督及び検査 

（ 監督及び検査）  

第 42 条 職員は、 契約の適正な履行を確保する ため又はその受ける 給付の完了の確認

（ 給付の完了前に代価の一部を支払う 必要がある 場合において行う 工事若し く は製造の

既済部分又は物件の既納部分の確認を含む。） をする ため、 必要な監督又は検査をし なけ

ればなら ない。  

2 前項の規定によ る 監督は、 立会い、 指示その他の方法によ って行わなければなら な

い。  

3 第 1 項の規定によ る 検査は、 契約書、 仕様書及び設計書その他の関係書類（ 当該関係

書類に記載すべき 事項を記録し た電磁的記録を含む。） に基づいて行わなければなら な

い。  

4 理事長は、 当該契約について、 特に専門的な知識又は技能を必要と する こ と その他の

理由によ り 協会職員によ って監督又は検査を行う こ と が困難であり 、 又は適当でないと

認めら れる と き は、 協会職員以外の者に委託し て当該監督又は検査を行わせる こ と がで

き る 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 監督及び検査の兼職禁止）  

第 43 条 検査職員は、 特別の必要がある 場合を除く ほか、 監督職員を兼ねる こ と ができ

ない。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 監督職員及び検査職員の指示に従う 義務）  

第 44 条 契約者は、 契約の履行について、 監督職員及び検査職員の職務上の指示に従わ

なければなら ない。  

   （ 平 26.11 一改）  

  

第 4 章 契約の変更及び解除 

（ 協会の都合によ る 契約の変更等）  

第 45 条 理事長において必要がある と 認める と き は、 契約内容の変更、 履行の中止又は

契約の解除をする こ と がある 。 こ の場合においては、 契約者に通知し なければなら な

い。  
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 （ 履行期限の延長等）  

第 46 条 契約者は、 天災その他その責めに帰する こ と ができ ない事由によ り 、 期限内に

履行が完了する 見込みがない場合は、 履行期限の延長を求める こ と ができ る 。  

 

（ 変更契約書又は請書の提出）  

第 47 条 契約内容を変更する と き は、 契約者は、 ５ 日以内に変更契約書又は請書を提出

し なければなら ない。 ただし 、 特に支障がないと 認める と き は、 こ れを省略する こ と が

でき る 。  

 

（ 契約保証金の増減）  

第 48 条 契約金額が著し く 増減し たため、 既納の契約保証金に過不足が生じ たと き は、

こ れを追徴し 、 又は還付する こ と ができ る 。  

 

（ 協会の解除権）  

第 49 条 契約者が、 次の各号のいずれかに該当する と き は、 理事長は、 契約を解除する

こ と がある 。  

(1) 正当な理由がなく 契約を履行し ないと き 、 又は契約期間内に履行の見込みがないと

き 。  

(2) 契約の締結又は履行について不正な行為を行ったと き 、 又は不正な行為を行ったお

それが非常に強いと き 。  

(3) 契約の履行にあたり 職員の指示に従わないと き 、 又はその職務の執行を妨げたと

き 。  

(4) 契約者と し て必要な資格が欠けたと き 。  

(5) 契約事項に違反し たと き 。  

   （ 平 26.11 一改）  

 

（ 契約解除時の処理）  

第 50 条 前条の規定によ り 契約を解除し たと き は、 理事長の選択によ り 、 契約者の費用

で既成部分の取除き 又は搬入材料若し く は既納物品の引取り をさ せ、 又は理事長の認定

によ る 金額を交付し 、 既成部分等を協会に帰属さ せる も のと する 。  

2 前項の規定は、 契約が無効又は履行不能と なった場合に準用する 。  

3 前 2 項の場合において遅延違約金その他の損害金がある と き は、 交付代金から こ れを

差し 引く も のと する 。  
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 （ 不正な行為等に係る 損害賠償の予約）  

第 51 条 理事長は、 相手方が協会と 締結し ている 契約について次の各号のいずれかに該

当する と き は、 第 49 条の規定によ る 契約の解除にかかわら ず、 当該契約の契約金額の

10 分の 2 に相当する 額に、 当該契約金額の支払が完了し た日から 当該契約締結の日にお

ける 支払遅延防止法の率によ り 計算し た利息を加算し た額を、 損害賠償金と し て徴収す

る も のと する 。 相手方が契約を履行し た後についても 、 ま た同様と する 。  

 (1) 相手方又はその役員、 使用人その他こ れら に類する 者が、 刑法（ 明治 40 年法律第

45 号） 第 96 条の 6 若し く は第 198 条又は私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る 法律（ 昭和 22 年法律第 54 号） 第 89 条第 1 項若し く は第 95 条第１ 項第１ 号の規定

に該当し 、 刑が確定（ 執行猶予の場合を含む。） し たと き 。  

 (2) 競争入札において、 その公正な執行を妨げたと き 又は公正な価格の成立を害し 、 若

し く は不正の利益を得る ために連合し たと 理事長が認める と き 。  

2 前項の規定は、 相手方が共同企業体である 場合については、 同項中「 相手方」 と ある

のは「 相手方（ その構成員を含む。）」 と 読み替えて適用がある も のと する 。  

3 理事長は、 前項の規定によ り 第１ 項の規定を読み替えて適用する 場合において、 相手

方が既に解散し ている と き は、 相手方の構成員であったも のに第 1 項の規定によ る 損

害賠償の支払を請求する こ と ができ る 。 こ の場合において、 相手方の構成員であった

も のは、 連帯し て同項の額を理事長に支払わなければなら ない。  

4 第 1 項の規定は、 協会に生じ た現実の損害額が同項の損害賠償金の額を超える 場合に

おいて、 その超過分につき 、 相手方に対し 損害賠償の請求を妨げる も のではない。  

   （ 平 26.11 追加）  

 

第 5 章 補則 

（ 工事請負契約等の取扱い）  

第 52 条 工事請負契約等に伴う 指名競争入札及び随意契約の事務に関する 取扱いの基準

及び手続き については、 こ の細則に定める ほか、 堺市建設工事等に係る 競争入札等事務

取扱要綱等を準用する 。  

   （ 平 26.11 繰下）  

 

（ 入札参加停止等の取扱い）  

第 53 条 協会において実施する 入札における 業者の入札参加停止等に関する 取扱い等に

ついては、 公益財団法人堺市公園協会入札参加有資格者の入札参加停止等に関する 要綱

の定める と こ ろによ る 。  
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   （ 平 26.11 一改・ 繰下）  

 

（ 施行の細目）  

第 54 条 こ の細則の施行について必要な事項は、 理事長が定める 。  

   （ 平 26.11 繰下）  

 

附 則 

 こ の細則は、 平成２ ２ 年７ 月１ 日から 施行する 。  

附 則 

 こ の細則は、 平成２ ６ 年１ １ 月１ 日から 施行する 。  

附 則 

 こ の細則は、 令和２ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

附 則 

 こ の細則は、 令和３ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

附 則 

 こ の細則は、 令和４ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

 

   別 表（ 第 8 条関係）  

(1) 工事又は製造の請負 予定価格 2,500,000 円 

(2) 財産の買入れ 予定価格 1,600,000 円 

(3) 物件の借入れ 予定価格 800,000 円 

(4) 財産の売払い 予定価格 500,000 円 

(5) 物件の貸付 予定価格 300,000 円 

(6) 前各号に掲げる も の以外のも の 予定価格 1,000,000 円 
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公益財団法人堺市公園協会入札参加有資格者の入札参加停止等に関する 要綱 

令和４ 年４ 月１ 日施行 

 

目 次 

第 1 条（ 趣旨）  

第 2 条（ 入札参加停止）  

第 3 条（ 下請負人等及び共同企業体に係る 入札参加停止）  

第 4 条（ 入札参加停止期間の始期）  

第 5 条（ 入札参加停止期間の特例等）  

第 6 条（ 入札参加停止の承継）  

第 7 条（ 入札参加停止等の通知）  

第 8 条（ 随意契約の相手方の制限）  

第 9 条（ 下請等の禁止）  

第 10 条（ 契約保証の制限）  

第 11 条（ 警告及び注意）  

第 12 条（ 入札参加回避）  

第 13 条（ 入札参加停止の公表）  

第 14 条（ 報告）  

第 15 条（ 委任）  

附 則 平成２ １ 年４ 月１ 日施行 

附 則 平成２ ７ 年７ 月１ 日施行 

附 則 令和４ 年４ 月１ 日施行 

別表（ 第 2 条関係）  

 

 

（ 趣旨）  

第 1 条 こ の要綱は、 公益財団法人堺市公園協会契約実施細則第 3 条の規定によ り 入札参加

資格を有する と 理事長が認めた者（ 以下「 有資格者」 と いう 。） に対する 入札参加停止（ 一般

競争入札にあっては入札に参加さ せない措置を、 指名競争入札にあっては指名し ない措置を

いう 。 以下同じ 。） 等について必要な事項を定める 。  

 

（ 入札参加停止）  

第 2 条 理事長は、有資格者が別表に掲げる 措置要件のいずれかに該当する と 認める と き は、

当該措置要件ごと に定める 期間、 入札参加停止を行う も のと する 。  

2 理事長は、 一般競争入札を実施する 場合において、 前項の規定によ り 入札参加停止を受け

ている 有資格者（ 以下「 入札参加停止者」 と いう 。） について一般競争入札への参加を認め

ている と き は、 当該一般競争入札に参加さ せないも のと する 。  

3 理事長は、 指名競争入札を実施する 場合において、 入札参加停止者を現に指名し ている と

き は、 当該入札参加停止者の指名を取り 消すも のと する 。  
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4 理事長は、 入札参加停止に係る 期間（ 以下「 入札参加停止期間」 と いう 。） の満了後、 なお

当該入札参加停止の事由と なった事実が継続し ている と 認める 有資格者に対し ては、 再度

入札参加停止を行う こ と ができ る 。  

  

（ 下請負人等及び共同企業体に係る 入札参加停止）  

第 3 条 理事長は、 前条第 1 項の規定によ り 入札参加停止を行う 場合において、 当該入札参

加停止の事由について責めを負う べき 有資格者である 下請負人及び再委託先（ 以下「 下請負

人等」 と いう 。） がある と き は、 当該下請負人等についても 、 入札参加停止を行う も のと す

る 。  

2 理事長は、 前条第 1 項の規定によ り 共同企業体について入札参加停止を行う と き は、 当該

共同企業体の有資格者である 構成員（ 当該入札参加停止の事由について、明ら かに責めを負

わないと 認めら れる 者を除く 。） についても 、 入札参加停止を行う も のと する 。  

3 理事長は、前条第 1 項又は第 2 項の規定によ る 入札参加停止に係る 有資格者を構成員に含

む共同企業体についても 、 情状に応じ て入札参加停止を行う こ と ができ る 。  

  

（ 入札参加停止期間の始期）  

第 4 条 第 2 条第 1 項又は第 4 項の規定によ り 入札参加停止を行う 場合における 入札参加停

止の期間は、当該入札参加停止の事由と なった事実を理事長が認定し た日から 起算する も の

と する 。  

2 第 2 条第 1 項の規定によ り 入札参加停止を行う 場合において、当該入札参加停止の事由と

同一の事由によ り 第 12 条第 1 項又は第 2 項の規定によ り 既に入札参加回避を行っている

と き （ 同条第 2 項の規定によ り 特定の入札について入札参加回避を行った場合を除く 。）

は、 入札参加停止の始期は、 前項の規定にかかわら ず、 当該入札参加回避を解除し た日と

する 。ただし 、当該入札参加停止の期間は、当該入札参加回避を決定し た日から 起算する 。  

3 入札参加停止者が、 別表に掲げる 措置要件のいずれかに該当する と 認めら れる と き は、 そ

の時点から 重複し て、 当該措置要件ごと に定める 期間入札参加停止を行う も のと する 。  

4 第 1 項の規定は、 前項の規定によ る 入札参加停止について準用する 。  

 

 （ 入札参加停止期間の特例等）  

第 5 条 有資格者が、 一の事案によ り 別表に掲げる 措置要件の２ 以上に該当する と き は、 措

置要件ごと に定める 期間のう ち最も 長いも のを も って当該有資格者の入札参加停止期間と

する 。こ の場合において、入札参加停止期間に長期及び短期の定めのある 措置要件に該当し

ている と き は、 適応さ せる 入札参加停止期間を 定めた上で他の措置要件に定める 入札参加

停止期間と 比較する も のと する 。  

2 有資格者が、 入札参加停止期間中又は当該期間の満了後３ 年を経過する ま での間に、 他の

事案について別表に掲げる 措置要件に該当する こ と と なったと き 、 又は第 2 条第 4 項の規

定によ り 再度入札参加停止を行ったと き は、別表及び前項の規定にかかわら ず、こ れら の規

定に定める 期間のそれぞれ２ 倍に相当する 期間を入札参加停止期間と する も のと する 。 た

だし 、 その期間は、 ３ 年を超えないも のと する 。  
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3 理事長は、 有資格者について情状酌量すべき 特別の事由がある と 認める と き は、 別表に規

定する 期間（ 前項の規定を適用し て定めた期間を含む。 次項において同じ 。） の 2 分の 1 に

相当する 期間を当該有資格者に係る 入札参加停止期間と する こ と ができ る 。  

4 理事長は、 有資格者について極めて悪質な事由がある ため、 又は有資格者が極めて重大な

結果を生じ さ せたため、 別表に規定する 期間を 超える 期間を定める 必要がある と 認める と

き は、 同表に規定する 期間の２ 倍に相当する 期間を当該有資格者に係る 入札参加停止期間

と する こ と ができ る 。 ただし 、 その期間は、 ３ 年を超えないも のと する 。  

5 理事長は、 入札参加停止者に係る 入札参加停止事由について、 情状酌量すべき 特別な事由

が明ら かと なったと き は、 入札参加停止期間を 2 分の 1 に、 極めて悪質な事由がある こ と

が明ら かと なったと き は、入札参加停止期間を 2 倍に変更する こ と ができ る 。ただし 、その

期間は、 ３ 年を超えないも のと する 。  

6 前項の規定によ り 入札参加停止期間を 2 分の 1 に変更する 場合において、既に当該変更後

の期間を徒過し ている と き は、 当該入札参加停止者に係る 入札参加停止を解除する も のと

する 。  

7 理事長は、別表の第 8 項各号のいずれかに該当する と し て入札参加停止を行う 場合におい

て、 同号に該当する こ と と なった有資格者から 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る 法律（ 昭和 22 年法律第 54 号。 以下「 独占禁止法」 と いう 。） 第 7 条の 2 第 6 項又は第

10 項から 第 12 項ま でのいずれかに該当する 旨の申出を受け、 こ れを確認し たと き は、 同

号に規定する 期間の 2 分の 1 に相当する 期間を当該有資格者に係る 入札参加停止期間と す

る こ と ができ る 。  

8 理事長は、別表の第 8 項各号のいずれかに該当する と し て既に入札参加停止を受けている

有資格者から 、独占禁止法第 7 条の 2 第 6 項又は第 10 項から 第 12 項ま でのいずれかに該

当する 旨の申出を受け、 こ れを確認し たと き は、 同号に規定する 入札参加停止期間を 2 分

の 1 に変更する こ と ができ る 。 第 6 項の規定は、 こ の場合について準用する 。  

9 第 3 項、 第 5 項、 第 7 項又は前項の規定によ り 入札参加停止期間を定め、 又は変更する 場

合において、 当該入札参加停止期間に１ 月未満の端数が生じ たと き は、 こ れを切り 上げる

も のと する 。  

10 理事長は、 入札参加停止者が入札参加停止事由について責めを負わないこ と が明ら かと

なったと 認める と き は、 当該入札参加停止者に係る 入札参加停止を解除する も のと する 。  

 

 （ 入札参加停止の承継）  

第 6 条 理事長は、 入札参加停止者から 合併等によ り 営業を実質的に承継し たと 認めら れる

有資格者がある と き は、 当該営業を承継し た有資格者に対し て引き 続き 入札参加停止を行

う も のと する 。  

 

 （ 入札参加停止等の通知）  

第 7 条 理事長は、 第 2 条第 1 項若し く は第 4 項、 第 3 条若し く は前条の規定によ り 入札参

加停止を行い、第 5 条第 5 項若し く は第 8 項前段の規定によ り 入札参加停止期間を変更し 、

又は同条第 6 項（ 第 8 項後段において準用する 場合を含む。） 若し く は第 10 項の規定によ
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り 入札参加停止を解除し たと き は、 当該有資格者に対し その旨を通知する も のと する 。  

2 事務局長は、 入札参加停止、 入札参加停止期間の変更又は入札参加停止の解除があったと

き は、 必要と 認める 課長等にその旨を通知する も のと する 。  

3 理事長は、 入札参加停止を行った場合において必要と 認める と き は、 当該入札参加停止者

から 改善措置の報告を徴する こ と ができ る 。  

 

 （ 随意契約の相手方の制限）  

第 8 条 理事長は、 入札参加停止者を本協会の随意契約の相手方と し ないも のと する 。 ただ

し 、 理事長が特にやむを得ない事由がある と 認める と き は、 こ の限り でない。  

 

 （ 下請等の禁止）  

第 9 条 入札参加停止者は、 入札参加停止を受けている 期間は、 協会が発注する 契約の全部

又は一部について下請をし 、又は再委託を受ける こ と ができ ない。ただし 、当該入札参加停

止者が入札参加停止前に下請をし 、 又は再委託を受けている 場合は、 こ の限り でない。  

 

 （ 契約保証の制限）  

第 10 条 理事長は、本協会が当事者と なる 契約について入札参加停止者がその保証人と なる

こ と を承認し ないも のと する 。ただし 、当該入札参加停止者が入札参加停止前に契約保証人

と なっている 場合は、 こ の限り でない。  

 

 （ 警告及び注意）  

第 11 条 理事長は、 入札参加停止を行わない場合において、 必要がある と 認める と き は、 当

該有資格者に対し 、 書面又は口頭で警告又は注意の喚起を行う こ と ができ る 。  

 

 （ 入札参加回避）  

第 12 条 理事長は、有資格者が別表に掲げる 措置要件のいずれかに該当する こ と が明ら かと

なったと 認めら れる 場合において、 なお入札参加停止を行う こ と ができ ない特別の事情が

ある と き は、 第 2 条第１ 項の規定によ り 入札参加停止を行う ま での間、 当該有資格者に対

する 入札参加回避を行う こ と ができ る 。  

2 理事長は、 前項の規定にかかわら ず、 有資格者が別表に掲げる 措置要件のいずれかに該当

する こ と が明ら かと なったと 認めら れる 場合において、 なお入札参加停止を 行う こ と がで

き ない特別の事情があり 、かつ、必要がある と 認める と き は、あら かじ め期間を定めて又は

特定の入札について指名回避を行う こ と ができ る 。こ の場合において、指名回避の期間を定

める と き は、 別表に掲げる 措置要件ごと に定める 期間（ 第 5 条第 1 項及び第 2 項の規定に

よ り 定めた期間を含む。） を超えないも のと する 。  

3 理事長は、 有資格者が経営不振に陥ったと き は、 経営が再建さ れたと 認めら れる 日ま で指

名回避を行う も のと する 。  

4 前 3 項の規定によ る 入札参加回避は、当該入札参加回避の事由と なった事実を理事長が認

定し た日から 起算する も のと する 。  
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5 理事長は、第 1 項又は第 2 項の規定によ り 入札参加回避を行った有資格者（ 第 2 項の規定

によ り 特定の入札について入札参加回避を行ったも のを除く 。） に対し 第 2 条第 1 項の規

定によ り 入札参加停止を行う と き は、 当該入札参加回避を解除する も のと する 。  

6 理事長は、第 1 項若し く は第 2 項の規定によ り 入札参加回避を行った有資格者が入札参加

回避事由について責めを負わないこ と が明ら かと なったと 認める と き 、 第 1 項の規定によ

る 入札参加回避の期間が別表に掲げる 措置要件ごと に定める 期間を徒過し たと き 、又は第 3

項の規定によ り 入札参加回避を行った有資格者の経営が再建さ れたと 認めら れる と き は、

当該入札参加回避を解除する も のと する 。  

7 第 2 条第 2 項から 第 4 項ま で、 第 6 条、 第 7 条第 1 項及び第 2 項、 第 8 条並びに第 10 条

の規定は、第 1 項から 第 3 項ま での規定によ り 入札参加回避を行う 場合について準用する 。

ただし 、 第 2 項の規定によ り 特定の入札について入札参加回避を行う 場合は、 第 2 条第 2

項及び第 3 項、 第 8 条及び第 10 条の規定は準用し ない。  

 

 （ 入札参加停止の公表）  

第 13 条 理事長は、 第 2 条第 1 項及び第 4 項の規定によ る 入札参加停止を行ったと き は、

当該入札参加停止に係る 有資格者の商号又は名称、 所在地、 代表者の氏名（ 共同企業体に

あっては、 構成員の商号又は名称、 所在地及び代表者の氏名）、 入札参加停止事由及び入札

参加停止期間を公表する も のと する 。 ただし 、 当該入札参加停止に係る 有資格者が共同企

業体である 場合で、 その構成員に当該入札参加停止について直接責めを負わないと 認めら

れる 者がある と き は、 当該共同企業体に関する 事項について公表し ないこ と ができ る 。  

2 前項の規定によ る 公表は、イ ンタ ーネッ ト を利用し て閲覧に供する 方法によ り 行う も のと

する 。  

 

 （ 報告）  

第 14 条 有資格者は、 別表に掲げる 措置要件のいずれかに該当する 事由が発生し た場合は、

速やかにその旨を書面によ り 理事長に報告し なければなら ない。  

 

 （ 委任）  

第 15 条 こ の要綱の施行について必要な事項は、 事務局長が定める 。  

 

   附 則 

こ の要綱は、 平成２ １ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

   附 則 

こ の要綱は、 平成２ ７ 年７ 月１ 日から 施行する 。  

   附 則 

こ の要綱は、 令和４ 年４ 月１ 日から 施行する 。  
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別表（ 第 2 条関係）  

措   置   要   件 期間 

1 虚偽記載 

次の各号のいずれかに該当し たと き 。  

(1) 本協会が発注する 契約（ 以下「 本協会契約」 と いう 。） に係る 一般競争入札、 指名競争入

札及び随意契約において、次のいずれかの書類（ 当該書類に記載すべき 事項を記録し た電磁

的記録を含む。） に故意又は過失によ る 虚偽の記載をし 、 契約の相手方と し て不適当である

と 認めら れる と き 。  

ア 入札参加資格審査申請書、 技術者確認資料その他契約前に提出すべき 書類（ 第 13 項

第 3 号アに該当する 場合を除く 。）  

イ  建設業法（ 昭和 24 年法律第 100 号） 第 24 条の 8 第 1 項の施工体制台帳その他契約に

係る 書類 

(2) 規則第 5 条の入札参加資格審査の申請に係る 申請書その他添付書類（ 当該書類に記載す

べき 事項を記録し た電磁的記録を含む。） に、 故意又は過失によ る 虚偽の記載をし 、 契約の

相手方と し て不適当である と 認めら れる と き（ 当該事案の判明によ り 、入札参加資格を喪失

する 場合を除く 。）。  

 

2 過失によ る 粗雑履行 

契約の履行に当たり 、過失によ り 履行を粗雑にし た場合で、次の各号のいずれかに該当し た

と き 。  

(1) 当該事案が本協会契約に係る も のである と き （ 瑕疵
か し

が軽微である も のを除く 。）。  

(2) 当該事案が本協会契約以外の契約（ 以下「 一般契約」 と いう 。） に係る も ので瑕疵
か し

が重大

である と き 。  

 

3 履行成績不良 

本協会契約の履行成績が不良と 判定さ れたと き 。  

 

4 契約違反 

本協会契約の履行に当たり 、 次の各号のいずれかに該当する 契約違反があったと き 。  

(1) 契約の履行遅滞によ り 損害金を請求さ れたと き 。  

(2) 契約に基づく 措置請求に従わなかったと き 。  

(3) その他契約条項に違反し たと き （ 違反が軽微である も のを除く 。）。  

 

5 安全管理措置の不適切によ り 生じ た公衆損害事故 

契約の履行に当たり 、 安全管理の措置が不適切であったこ と によ り 公衆損害事故を生じ さ

せた場合で、 次の各号のいずれかに該当し たと き 。  

(1) 当該事案が本協会契約に係る も のであって、 次のいずれかに該当し たと き 。  

ア 公衆に死亡者を生じ さ せたと き 。  

イ  公衆に重大な損害を与えたと き 。  

ウ  公衆に負傷者（ 負傷の程度が軽微である も のを除く 。 以下同じ 。） を生じ さ せたと き 。  

 

 

 

 

 

 

6 月 

 

6 月 

 

6 月 

 

 

 

 

 

 

 

3 月 

2 月 

 

 

 

6 月 

 

 

 

12 月 

6 月 

3 月 

 

 

 

 

 

6 月 

6 月 

4 月 
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(2) 当該事案が大阪府内の区域内を履行場所と する 一般契約（ 以下「 大阪府内における 一般

契約」 と いう 。） に係る も のであって、 前号のア又はイ のいずれかに該当し たと き 。  

 

6 安全管理措置の不適切によ り 生じ た履行関係者事故 

契約の履行に当たり 、 安全管理の措置が不適切であったこ と によ り 履行関係者に事故を生

じ さ せた場合で、 次の各号のいずれかに該当し たと き 。  

(1) 当該事案が本協会契約に係る も のであって、 次のいずれかに該当し たと き 。  

ア 履行関係者に死亡者を生じ さ せたと き 。  

イ  履行関係者に負傷者を生じ さ せたと き 。  

(2) 当該事案が大阪府内における 一般契約に係る も のであって、 履行関係者に多数の死傷者

を生じ さ せたと き 。  

7 贈賄 

刑法（ 明治 40 年法律第 45 号） 第 198 条に規定する 贈賄の容疑によ り 逮捕（ 逮捕を経ない

送検又は公訴の提起を含む。 以下同じ 。） さ れた場合で、次の各号のいずれかに該当し たと き 。 

(1) 当該事案が本協会の職員（ 役員を含む。 以下同じ 。） に対し て行われたも のであって、 逮

捕さ れた者が有資格者である 個人又は有資格者である 法人の役員（ 以下こ れら を「 役員等」

と いう 。） 若し く は有資格者の使用人（ 以下「 使用人」 と いう 。） である と き 。  

(2) 当該事案が本協会以外の他の公共機関の職員に対し て行われたも のであって、 逮捕さ れ

た者が役員等である と き 。  

(3) 当該事案が本協会以外の他の公共機関の職員に対し て行われたも のであって、 逮捕さ れ

た者が使用人である と き 。  

8 独占禁止法違反行為 

独占禁止法に違反し た場合で、 次の各号のいずれかに該当し たと き 。  

(1) 当該事案が本協会契約に係る も のであって、 次のいずれかに該当し たと き 。  

ア 公正取引委員会が刑事告発を行ったと き 。  

イ  役員等又は使用人が逮捕さ れたと き 。  

ウ  公正取引委員会から 排除措置命令又は課徴金納付命令を受けたと き 。  

エ 公正取引委員会が独占禁止法違反行為を認定し 、 公表し たと き 。  

(2) 当該事案が一般契約に係る も のであって、 次のいずれかに該当し たと き 。  

ア 公正取引委員会が刑事告発を行ったと き 。  

イ  役員等又は使用人が逮捕さ れたと き 。  

ウ  公正取引委員会から 排除措置命令又は課徴金納付命令を受けたと き 。  

エ 公正取引委員会が独占禁止法違反行為を認定し 、 公表し たと き 。  

2 月 

 

 

 

 

 

 

3 月 

2 月 

1 月 

 

 

 

 

24 月 

 

 

12 月 

 

6 月 

 

 

 

 

24 月 

24 月 

12 月 

6 月 

 

12 月 

12 月 

6 月 

3 月 
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9 談合等 

次の各号のいずれかに該当し たと き 。  

(1) 刑法第 96 条の 3 第 1 項に規定する 偽計入札又は同条第 2 項の規定によ る 談合の容疑に

よ り 逮捕さ れた場合で、 次のいずれかに該当し たと き 。  

ア 当該事案が本協会契約に係る も のであって、 逮捕さ れた者が役員等又は使用人である

と き 。  

イ  当該事案が一般契約に係る も のであって、 逮捕さ れた者が役員等である と き 。  

ウ  当該事案が一般契約に係る も のであって、 逮捕さ れた者が使用人である と き 。  

(2) 当該事案が本協会契約に係る も のであって、 次のいずれかに該当し たと き 。  

ア 入札に関し 不正な行為を行ったと 認めら れる と き 。  

イ  入札に関し 不正な行為を行ったおそれが非常に強いと 認めら れる と き 。  

 

10 あっせん利得処罰法違反行為 

公職にある 者等のあっせん行為によ る 利得等の処罰に関する 法律（ 平成12年法律第130号）

に違反し 、 逮捕さ れた場合で、 次の各号のいずれかに該当し たと き 。  

(1) 当該事案が本協会契約に係る も のであって、 逮捕さ れた者が役員等又は使用人である と

き 。  

(2) 当該事案が一般契約に係る も のであって、 逮捕さ れた者が役員等である と き 。  

(3) 当該事案が一般契約に係る も のであって、 逮捕さ れた者が使用人である と き 。  

 

11 建設業法違反行為 

建設業法に違反し た場合で、 次の各号のいずれかに該当し たと き 。  

(1) 役員等又は使用人が逮捕さ れたと き 。  

(2) 建設業法の規定によ り 指示処分又は営業停止処分を受けたと き 。  

 

12 暴力行為等 

次の各号のいずれかに該当し たと き 。  

(1) 役員等又は使用人が暴力行為等によ り 逮捕さ れた場合で、次のいずれかに該当し たと き 。 

ア 当該事案が本協会の職員に対し て行われたも のである と き 。  

イ  当該事案が本協会以外の他の公共機関の職員に対し て行われたも のである と き 。  

(2) 役員等又は使用人が本協会の職員に対し 暴力行為等を行い、 その事実を本協会が認知し

たと き （ 第 1 号アに該当する も のを除く 。）。  

 

 

 

 

24 月 

 

12 月 

6 月 

 

 

6 月 

3 月 

 

 

 

24 月 

 

12 月 

6 月 

 

 

 

6 月 

3 月 

 

 

 

 

24 月 

12 月 

12 月 
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(3) 役員等又は使用人が、 暴力団員によ る 不当な行為の防止等に関する 法律（ 平成 3 年法律

第 77 号） に基づく 、 暴力的要求行為の中止命令を受けたと き 。  

 

13 不正又は不誠実な行為 

前各項に掲げる 場合のほか、業務に関し 不正又は不誠実な行為をし た場合で、次の各号のい

ずれかに該当し たと き 。  

(1) 本協会契約に関し 落札し たにも かかわら ず、正当な理由なく 契約を締結し なかったと き 。 

(2) 本協会契約に係る 一般競争入札において入札参加資格に係る 審査事項の確認に必要な書

類を正当な理由なく 本協会が定める 期日ま でに提出し なかったと き 。  

(3) 本協会契約に係る 一般競争入札における 現場代理人（ 工事に関する 設計、 測量等に係る

委託業務を除く 。 以下同じ 。） 又は技術者（ 以下「 現場代理人等」 と いう 。） の配置に関し 、

次のいずれかに該当し たと き 。  

ア 申請し た現場代理人等を正当な理由なし に配置し なかったと き 。  

イ  一度専任配置し た現場代理人等を正当な理由なし に変更し たと き 。  

(4) 本協会契約に関し 、 下請代金の支払遅延等があり 、 下請等の関係が不適切である と 認め

ら れたと き 。  

(5) 本協会の区域内に有する 営業所が営業所と し て不適格と 認めら れたと き 、 又は営業所と

し て不適切と 認めら れた場合において改善の指示を受けたにも かかわら ず、 改善措置を講

じ ないと き 。  

(6) 業務に関する 法令（ 建設業法を除く 。） に違反し た場合で、次のいずれかに該当し たと き 。 

ア 役員等又は使用人が逮捕さ れたと き 。  

イ  監督官庁から 処分等を受け、 又は法令等に基づき 商号等を公表さ れたと き 。  

(7) 前各号に定める も ののほか、 業務に関し 不正又は不誠実な行為をし 、 契約の相手方と し

て不適当である と 認めら れる と き 。  

 

 

 

 

 

 

 

14 前各項に定める も ののほか、 役員等が禁錮以上の刑に当たる 犯罪容疑によ り 逮捕さ れた場

合で、 契約の相手方と し て不適当である と 認めら れる と き 。  

12 月 

 

 

 

 

 

12 月 

 6 月 

 

 

 

 

 6 月 

 6 月 

 3 月 

 

 6 月 

 

 

 

 6 月 

 3 月 

1 月か

ら 24

月ま で

の間に

おいて

理事長

が定め

る 期間 

 

2 月か

ら 9 月

ま での

間にお

いて理

事長が

定める

期間 

 


